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1  令和３年度インベントリ検討 WG について 

1．1 インベントリ検討 WG の位置づけ 

揮発性有機化合物（VOC）排出インベントリは、従来よりも専門的な内容を検討することが求めら

れるようになったため、平成 29 年度の「揮発性有機化合物（VOC）排出インベントリ検討会（第１回）」

（平成 29 年 6 月）（以下、「検討会」という。）において、検討会のもとに「インベントリ検討 WG」を設置

し、個別の課題に対して検討することとされた。 

過年度のインベントリ検討 WG における検討事項を以下に示す。 

※ 令和２年度はインベントリ検討 WG の開催なし（検討会のみ） 

 

 

＜過年度のインベントリ検討 WG における検討事項＞ 

 VOC 排出インベントリの情報提供 

 公表資料の内容を拡充 

 インベントリのエクセルデータの公表 

 推計精度向上に係る検討 

 推計に使用する基礎データを最新の知見に更新 

 都道府県への配分方法を見直し 

 経年変化傾向の解析等を実施し、推計精度を検証 

 業界団体にヒアリングを行い、推計に使用するデータを更新 

 一部の発生源品目について、最新の知見等に基づき推計方法を見直し 

 石油系混合溶剤の分析結果等を用いて成分不明の VOC 排出量を細分化 

 推計対象とする発生源の拡充 

 インベントリに追加する発生源を検討 

 発生源追加のための考え方を整理 

 [拡張]揮発性有機化合物（VOC）排出インベントリを新たに作成、「民生品の使用」

（家庭からの排出）をインベントリに追加 

 VOC 排出インベントリの解析 

 経年変化の要因等を解析し、インベントリの推計精度を検証 

 MIR により重み付けした解析を実施 

 解析結果を踏まえ、情報提供の内容を検討 
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1．2 VOC 排出インベントリにおける検討課題 

VOC 排出インベントリにおける検討課題を表 1 に示す。このうち、課題①、課題②、課題④、課題

⑥を優先課題として、今年度のインベントリ検討 WG において検討した。 

 

表 1 VOC 排出インベントリにおける課題（1/6） 

課題① 推計方法の改善 

概要 

以下の項目について、新たな知見が得られた場合、推計方法に関する問題

点や課題が確認された場合は推計方法等の見直しを行う。 

－推計方法の変更 

－基礎データの更新（古い排出係数、海外の排出係数） 

－都道府県への配分方法 

＜内容（検討会・インベントリ検討 WG における指摘事項など）＞ 

 「燃料（蒸発ガス）」・・・排出係数（給油ロス/受入ロス）を最新車両のデータに更新すべき。

Stage II 導入状況を考慮すべき（石油連盟より見直しのご提案）。 

 「滅菌・殺菌・消毒剤」・・・PRTR 届出外（すそ切り以下）の推計値を引用しているが、母数の

少ないアンケート結果から算出した排出係数を使用しているため、年度によるばらつきが極

端に大きく、実態と乖離している。 

 「民生品の使用」・・・・別途、課題として定義（課題⑤） 

 

表 1 VOC 排出インベントリにおける課題（2/6） 

課題② 発生源の拡充 

概要 
過年度の検討会・WG において検討した発生源の追加に係る考え方に従っ

て、推計対象とする VOC 発生源を追加する。 

＜内容（検討会・インベントリ検討 WG における指摘事項など）＞ 

 発生源の見直しにおいては、関連するインベントリとの整合性や役割分担等を踏まえつ

つ、可能な限り包括的なインベントリを構築すべき。 

 追加する発生源の候補としては、自然起源（植物）、調理、移動体、家畜、ヒトの生体、下水

道施設（地下管路、ばっ気施設）が挙げられる。 

 海外ではアスファルトからの VOC 排出量が多いという論文がある。 

Asphalt-related emissions are a major missing nontraditional source of secondary organic 

aerosol precursors, k.Peeyush et al., Science Advances  02 Sep 2020:Vol. 6, no.36. 

 大気中のプロパン濃度が高く、現状の排出インベントリでは説明できない。原因として家庭

などで使用されているプロパンガスの漏洩等がある。 

 調理で VOC が排出されることを指摘した論文があるため検討すべき。 

 PM2.5 排出インベントリと棲み分けができればよく、重複する発生源（移動体、調理など）は

他のインベントリを参照する形で良い。 

 自然起源の排出量は多いが、不確実性や研究的な側面が大きい。 

 VOC 成分については、米国 EPA の「SPECIATE」を参考にしてはどうか。 

https://www.epa.gov/air-emissions-modeling/speciate 
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表 1 VOC 排出インベントリにおける課題（3/6） 

課題③ 物質別排出用の推計 

概要 

VOC は物質によってオキシダント生成能に大きな差があるため、個別成分別

の排出量を算出する必要がある。これまでに文献調査や混合溶剤の成分分析を

実施し、成分不明とされる排出量の把握に努めてきたが、依然として約 1 割が未

把握となっているため、引き続き検討を行う。併せて、文献等による知見に基づ

き、物質別排出量の推計精度の向上を図る。 

＜内容（検討会・インベントリ検討 WG における指摘事項など）＞ 

 用途によっては溶剤成分と蒸発ガス成分の組成が異なる場合があるため、発生源品目ごと

に確認する必要がある。蒸発ガス成分の組成が異なることが確認された場合は、推計方法

の見直しを検討すべき。 

 

 

表 1 VOC 排出インベントリにおける課題（4/6） 

課題④ インベントリの精緻化に向けた解析 

概要 

これまでのインベントリデータを用いた長期間の解析を行い、発生源品目別、

業種別、物質別、都道府県別の傾向（削減割合など）を整理し、類似の統計や

経済指標、環境中の VOC 濃度と比較することによって推計値の妥当性を検証

する。また、経年変化と各業界等における取組・対策の対応関係を整理する。 

＜内容（検討会・インベントリ検討 WG における指摘事項など）＞ 

 VOC（NMHC）の実測値（環境濃度）との比較によりインベントリの精度を検証すべき。 

 PRTR と比較する場合は、すそ切り以下事業者に係る排出量も含めるべき。 

 VOC インベントリと PRTR に差が生じる場合は、「PRTR 排出量等算出マニュアル」を確認す

る等、PRTR の算出方法を精査すべき。 

 VOC インベントリと観測データ中の VOC 個別成分の割合を比較することにより、問題のあり

そうな発生源を推定することができるかもしれない。 

 解析により問題点が見出された場合、排出量の推計にどう反映させるのかも検討しておい

た方がよい。遡及修正の必要性等も含め、考え方を整理しておく必要がある。 

 排出量が減少傾向の製品等は取組の有無を確認すべき。 

 実測値との解析においては、反応性も考慮する必要がある。 

 季節変化傾向についても解析すべき。 

 

  



4 

 

表 1 VOC 排出インベントリにおける課題（5/6） 

課題⑤ 民生品の使用 

概要 
平成 30 年度に追加した「民生品の使用」の推計方法について、推計対象とす

る製品や排出係数等は改善の余地がある。 

＜内容（検討会・インベントリ検討 WG における指摘事項など）＞ 

 年次補正に家計調査による「世帯当たりの平均購入金額」を使用しているが、物価の変動

が考慮されていないため、補正・代替指標を検討すべき。 

 国外の知見に基づき、推計方法や推計対象を検討すべき。 

 民生品推計の基となった東京都のインベントリは若干古くなってきているように思われるの

で、見直しの余地がある。以下の文献が参考になるかもしれない。 

Volatile chemical products emerging as largest petrochemical source of urban organic 

emissions, B.C.McDonald et al., Science  16 Feb 2018:Vol. 359, Issue 6377, pp.760-764. 

 大気排出率の設定方法を検討すべき（現在は 100％ or 0％）。 

 一部の車両用品が寒冷地で消費量が多い等、地域差が大きい製品もあるため、都道府県

配分方法は妥当性を検証し、適宜見直しを行うべき。 

 洗濯用の柔軟剤、寒冷地仕様のウォッシャータンク等、民生品の分類で含まれていない製

品がある。 

 大気中濃度は、リモネンが過小になる傾向があるため、香料等の影響があるかもしれない。 

 

表 1 VOC 排出インベントリにおける課題（6/6） 

課題⑥ その他 

概要 ※課題①～課題⑤に分類できない課題。 

＜内容（検討会・インベントリ検討 WG における指摘事項など）＞ 

 地表観測や衛星観測による濃度を用いたトップダウンアプローチとの併用がインベントリの

精度向上に有効かもしれない。例えば、濃度比（VOC/NOx）から排出量比（VOC/NOx）を

導出するのは可能であり、トップダウンアプローチはボトムアップアプローチによる推定結果

を検証するために使えるだろう。 

 新型コロナウイルス感染拡大による補正の必要性、補正方法等を検討すべき。 

 Ox 対策に資することを目的とするのであれば、地域性を考慮すべき（VOC-limited の地域

における排出量を把握、推計精度を上げる等）。 
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1．3 インベントリ検討 WG における検討事項 

令和３年度のインベントリ検討 WG では、前記した VOC 排出インベントリにおける検討課題のうち、

以下の（１）～（４）に示す項目を優先課題として検討した。 

 

（１） VOC 排出インベントリの推計精度向上 

既存発生源品目の推計方法見直しについて、及び令和 2 年度の検討会において大幅な年変

動が確認された「滅菌・殺菌・消毒剤」（コード：422）を対象として、推計方法の見直しを検討した。 

なお、当初検討を予定していた「燃料（蒸発ガス）」（コード：201）については、業界団体と調整

の上、全国石油業共済協同組合連合会（以下、「全石連」という。）による「揮発性有機化合物

（VOC）に関する自主行動計画」（以下、「自主行動計画」という。）の計画期間終了後（2024 年度

排出量算定後）に検討を行うこととした。 

⇒課題① 推計方法の改善 

 

 

（２） 推計対象とする発生の拡充 

VOC 排出インベントリに係る検討の経緯に示したとおり、今後は Ox や PM2.5 等大気汚染の現

象解明のために発生源を拡充することが求められていることから、関連する調査・研究や諸外国

のインベントリを参考に発生源の拡充を検討した。 

⇒課題② 発生源の拡充 

 

 

（３） インベントリの精緻化に向けた解析 

VOC 排出インベントリの精緻化に向けて、今後の調査方針を整理した。また、VOC 成分自動

測定データの解析を行い、国内の代表地点における大気中 VOC 濃度の経年変化傾向等を整

理するとともに、「（４）新型コロナウイルス感染拡大による補正の検討」と関連して、緊急事態宣言

中等の濃度変化を解析した。 

⇒課題④ インベントリの精緻化に向けた解析 

 

 

（４） 新型コロナウイルス感染拡大による補正の検討 

その他の課題として、新型コロナウイルス感染拡大による補正の必要性、及び補正方方法を検

討する。令和 2 年度検討会における検討結果を踏まえ、発生源品目ごとに新型コロナウイルス感

染拡大による排出量変動の有無、及び補正の必要性を整理するとともに、補正が必要な場合は

具体的な補正方法を検討する 

⇒課題⑥ その他 
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1．4 インベントリ検討 WG の概要 

令和３年度のインベントリ検討 WG は、国立環境研究所の田邊委員を委員長とした表 2 に示す

委員構成により 2 回開催された。 

 

表 2 令和３年度インベントリ検討 WG 委員構成 

（敬称略；五十音順） 

氏 名 所 属 役 職 

井上 和也 
国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

安全科学研究部門 
主任研究員 

梶井 克純 
京都大学 大学院 

地球環境学堂および人間・環境学研究科 
教授 

亀屋 隆志 横浜国立大学 大学院 環境情報研究院 教授 

田邊 潔 

【委員長】 

国立研究開発法人 国立環境研究所 

環境リスク・健康領域 基盤計測センター 
客員研究員 

茶谷 聡 
国立研究開発法人 国立環境研究所 

地域環境保全領域 大気モデリング研究室 
主幹研究員 

宮原 直子 
東京都環境局 環境改善部 

化学物質対策課 
課長代理 

森川 多津子 
一般財団法人 日本自動車研究所 

環境研究部 
主席研究員 

 

＜令和３年度インベントリ検討 WG （第１回）＞ 

【日時】 令和３年９月 22 日（水） 10:00～12:00 

【開催方法】 フクラシア八重洲（実地会場）及びオンライン（Cisco Webex）での同時開催 

【議事】  (1) 令和 3 年度インベントリ検討 WG における検討事項と対応方針 

(2) VOC 排出インベントリの推計精度向上 

(3) 推計対象とする発生源の拡充 

(4) インベントリ、環境中濃度の解析 

(5) 新型コロナウイルス感染拡大による補正の検討 

 

＜令和３度インベントリ検討 WG （第２回）＞ 

【日時】 令和４年１月 31 日（月） 10:00～12:00 

【開催方法】 オンライン（Cisco Webex）での開催 

【議事】  (1) インベントリ検討 WG（第１回）における検討事項と対応方針 

(2) VOC 排出インベントリの精緻化に向けた解析 

(3) 新型コロナウイルス感染拡大による補正の検討 
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2  インベントリ検討ＷＧにおける検討結果 

2．1 VOC 排出インベントリの推計精度向上 

昨年度の VOC 排出インベントリにおいて、急激な増加がみられた「滅菌・殺菌・消毒剤」（コード：

422）（前年度比＋350％）を対象として、推計方法の見直しを検討した。 

 

（１） 推計対象範囲（発生源の定義） 

VOC 排出インベントリにおける「滅菌・殺菌・消毒剤」の推計対象範囲を以下に示す。 

 

微生物を除去するために使用される滅菌薬剤（常温で気体状のもの）等から排出されるVOCを

推計対象とした。物質は、滅菌・殺菌・消毒剤として使用される「51-02-01 エチレンオキシド」を対

象とする。 

 

（２） 推計方法の概要 

PRTR 届出外排出量（すそ切り以下、滅菌・殺菌・消毒剤）における推計結果を引用する。PRTR

における推計方法は図 1 に示すとおりであり、滅菌・殺菌・消毒ガスの出荷量から推計した使用量

に平均排出率を乗じて算出される。 

 

 
出典：環境省「PRTR インフォメーション広場」、令和元年度届出外排出量推計方法の詳細、１．対象業種を営む事業者か

らのすそ切り以下の排出量。 

図 1 滅菌・殺菌・消毒剤に係る総排出量の推計フロー（PRTR すそ切り以下）（1/2） 
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出典：環境省「PRTR インフォメーション広場」、令和元年度届出外排出量推計方法の詳細、１．対象業種を営む事業者か

らのすそ切り以下の排出量。 

図 1 滅菌・殺菌・消毒剤に係る総排出量の推計フロー（PRTR すそ切り以下）（2/2） 

 

 

（３） 推計に係る課題 

令和２年度の検討会において、大幅な増加が確認された（表 3）。各パラメータを見ると、滅菌・

殺菌・消毒ガスの出荷量（≒使用量）（（一社）日本産業・医療ガス協会調べ）は概ね横ばいである

が（938 t →946 t）、医療業の平均排出率が約 1.5 倍（48.9％→74％）、医療業以外（製造業）の平

均排出率が約 5 倍に増加している（11.8％→55％）（表 4、表 5）。 

PRTR（すそ切り以下）の推計は、推計方法変更時に過年度排出量の遡及修正が行われないた

め 1 年間で極端な増加となっているが、滅菌・殺菌・消毒ガスの出荷量が横ばいであるにもかかわ

らず、排出量が 3.5 倍に増加することは考えにくいため、実態と乖離している可能性が高い。したが

って、「422：滅菌・殺菌・消毒剤」については、今後、VOC インベントリによる独自推計も含めて、推

計方法の見直し等を検討する必要があるとされた。 

 

表 3 前年度からの変化が大きい発生源品目とその変動要因（※一部抜粋） 

発生源品目注１ 

排出量(t/年) 増減率 

(b)/(a)-1 
注２ 

VOC 全体

に占める 

割合注 3 

変動要因 H30 

(a) 

R1 

(b) 

422 
滅菌・殺菌・ 

消毒剤 
116 522 349.7 % 0.08 % 

引用元の推計方法（排出係数）が変

更されたため（PRTR すそ切り以下

「滅菌・殺菌・消毒剤」）。 
注１：前年度から±10％以上の変化があった発生源品目の変動要因を示す。 

注２：前年度から排出量が増加した箇所を太字下線、減少した箇所を網掛けで示す。 

注３：各発生源品目が令和元年度の VOC 排出インベントリの総量に対して占める割合を示す。 

  



9 

 

表 4 平均排出率の算定結果（平成 30 年度） 

 
出典：環境省「PRTR インフォメーション広場」、平成 30 年度届出外排出量推計方法の詳細、１．対象業種を営

む事業者からのすそ切り以下の排出量。 

 

表 5 平均排出率の算定結果（令和元年度） 

 
出典：環境省「PRTR インフォメーション広場」、令和元年度届出外排出量推計方法の詳細、１．対象業種を営

む事業者からのすそ切り以下の排出量。 

 

 

（４） 見直しの方針 

PRTR 届出外排出量（すそ切り以下）による推計結果の引用から、環境省の「令和２年度酸化エ

チレン排出抑制対策調査検討業務報告書」（令和 3 年 3 月）の集計値を引用した推計方法に見直

すこととしたい。 

この調査では、滅菌・消毒用途で酸化エチレンを製造・使用する業界団体や事業者に対してヒ

アリングを実施するとともに、業界団体に依頼して会員企業へのアンケート調査を実施することによ

って、事業所ごとの使用量や排出抑制対策の実施状況に係るデータを得ている。 

このアンケート調査は、滅菌・消毒用途で酸化エチレンを使用する製造業（医療機器、医薬品、

衛生材料など）、及び滅菌・消毒代行業の事業所を概ね網羅している。病院に関しても 573 件の回

答が得られているため、PRTR 届出外排出量（すそ切り以下）に使用されたアンケート結果（4 年間

で 24～25 件）よりも十分なデータが得られている。 

 



10 

＜「令和２年度酸化エチレン排出抑制対策調査検討業務報告書」によるアンケートの概要＞ 

 回答件数 

 製造業（医薬品、医療機器、衛生材料等）：382 件、滅菌・消毒代行業：72 件、病院：

573 件、合計：1,027 件 

 アンケート項目（設問） 

 滅菌装置のサイズ、酸化エチレンの使用量、排ガス処理装置の有無   等 

 

また、「令和２年度酸化エチレン排出抑制対策調査検討業務報告書」では、アンケート結果（酸

化エチレンの使用量、排ガス処理装置の有無）、PRTR届出データに基づき、環境中への排出量を

算出している。 

 

＜アンケート回答ありの事業所＞ 

 酸化エチレン滅菌器を使用しており、排ガス処理装置（図 2）を設置していない事業所 

 使用した全量が大気中に排出・・・ 使用量＝大気排出量 

 酸化エチレン滅菌器を使用しており、排ガス処理装置（図 2）を設置している事業所 

 使用量の 99.9％除去（装置のカタログ値）・・・ 使用量×0.001＝大気排出量 

 

＜アンケート回答なし（非会員企業）の事業所＞ 

 アンケート対象外（非会員企業）であり、滅菌・消毒用途で酸化エチレンの PRTR 届出を

行っている事業所 

 PRTR 届出排出量を使用量とみなす・・・ 使用量＝PRTR 届出排出量 

 

 
出典：環境省 環境技術実証モデル事業検討会 酸化エチレン処理技術ワーキンググループ会合（第１回） 資料 4。 

図 2 酸化エチレンガス（EOG）滅菌器の排ガス処理（イメージ） 
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以上を踏まえ、図 3 に示すフローにより排出量を推計することとしたい。排出抑制対策の実施率

は業種によって差があるため（環境中への排出率が業種によって異なる）、酸化エチレンガスの出

荷量に「①業種別の酸化エチレン使用割合」を乗じて業種別に配分した後、「②業種別の排出率」

を乗じて環境中への排出量を推計する（表 6）。なお、データが PRTR に限られ、かつ、排出量が

大きい事業所については、個別に処理装置の有無と用途を確認した（※全て処理装置なし）。 

「令和２年度酸化エチレン排出抑制対策調査検討業務報告書」の数値は、平成 30 年度に限ら

れるため、「①業種別の酸化エチレン使用割合」、「②業種別の平均排出率」は、新たな知見が得

られるまで全ての推計対象年度で同じ値を使用する。 

 

 

 

図 3 滅菌・殺菌・消毒剤に係る推計フロー（案） 

 

  

滅菌・殺菌・消毒用の酸化
エチレンガス出荷量（kg/年） 事業所別の酸化エチレン年間使

用量、排ガス処理設置状況

日本産業・医療ガス協会
データ

環境省「令和２年度酸化エチレン
排出抑制対策調査」によるアン
ケート結果、PRTR届出データ

業種別・酸化エチレン
使用量（kg/年）

①業種別の酸化エチレン
使用割合（％）

②業種別の平均排出率
（％）

業種別・酸化エチレン
排出量（kg/年）
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表 6 業種別の酸化エチレン使用量、排出率（平成 30 年度） 

業種等 

使用量（kg） 
排出量（kg） 

（b） 

②業種別の平

均排出率注 1 

（b）/（a） （a） 
①業種別の 

酸化エチレン 

使用割合注 1 

医療機器製造業 601,648 64 % 37,038 6 % 

衛生材料製造 104,385 11 % 5,654 5 % 

医薬品製造業 12,379 1 % 2,355 19 % 

滅菌代行業注 2 51,479 5 % 41,415 80 % 

病院 152,936 16 % 81,667 53 % 

その他の製造業注 3 15,557 2 % 15,557 100 % 

合計 938,383 100 % 183,686   

出典：環境省請負調査「令和２年度酸化エチレン排出抑制対策調査検討業務報告書」（令和 3 年 3 月）、PRTR 届

出排出量（平成 30 年度）を基に作成。 

注 1：太枠の箇所（①業種別の酸化エチレン使用割合、②業種別の排出率）は図 3 の①、②に対応する。 

注 2：滅菌代行業は、医療機器等の滅菌代行業、寝具類等の滅菌代行業（サービス業）の合計値。 

注 3：その他の製造業は。「令和２年度酸化エチレン排出抑制対策調査検討業務報告書」によるアンケート調査の

対象外であるが、PRTR により酸化エチレンの届出を行っている事業所からの排出（化学工業による合成原料

用途を除く）。これらの事業所における使用量は不明のため、排出量＝使用量と仮定した。 

図 4 業種別の酸化エチレン使用量、排出率（平成 30 年度） 

 

見直し前後の比較結果を図 5 に示す。見直し後の排出量は、見直し前と比較して年変動が小さ

いものの、令和元年度を除いて約 2 倍大きい。 

 

 
図 5 VOC 排出量、酸化エチレンガス出荷量の推移（422：滅菌・殺菌・消毒剤） 
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2．2 推計対象とする発生の拡充 

VOC 排出インベントリは、これまで大気汚染防止法に基づく VOC 排出抑制の取り組みの一環とし

て行われており、VOC の排出量が大きいこと、信頼性の高いデータが得られること、自主的取組の

対象となること等の条件を満たす発生源を主な推計対象としてきた。 

一方、VOC は光化学オキシダント（Ox）や微小粒子状物質（PM2.5）の原因物質の一つとされてい

るが、大陸からの越境汚染や植物起源 VOC の影響等の新たな課題があり、未だその発生源寄与の

解明が不十分であることから、平成 24 年 12 月の中央環境審議会の答申では、排出インベントリの精

緻化等を通じて Ox に関する現象解明を十分進めた上で、今後必要な対策等を検討することとされ

ている。 

過年度の VOC 排出インベントリ検討会においても、VOC 排出インベントリで可能な限り VOC の発

生量を把握すべきとの議論があったことから、平成 29 年度のインベントリ検討 WG において発生源

見直しの可能性や方針等を議論するとともに、新たに[拡張]揮発性有機化合物（VOC）排出インベ

ントリを構築して発生源の拡充を進めている。 

今年度のインベントリ検討 WG では、本資料末尾の参考資料１に基づき、今後の拡充方針等をご

意見いただいた。ご指摘・意見を踏まえ、関連するインベントリ関係者と推計の住み分けや役割分、

今後の調査方針等の意見交換を行った。引き続き関連するインベントリ等と連携しつつ、効果的か

つ効率的に発生源の拡充を進めることとしたい。 

 

＜第１回インベントリ検討 WG における主な指摘事項＞ 

 「燃料の燃焼」を追加すべき。「燃料の燃焼」は東京都インベントリでも計上しており、今後、大

防法の改正により燃焼機器のデータが、従来よりも多く取得できるようになると予想される。 

 PM2.5 等大気汚染物質排出インベントリの「燃料の燃焼」は、固定発生源の燃焼起源の VOC

として計上している。VOC の排出係数は 90 年代の古いデータを使用しているため、精度に課

題がある。家庭等で使用される小型燃焼源は海外の排出係数を使用している。 

 発生源や物質ごとに適切な推計方法や誤差要因等を整理すべき。PM2.5 等大気汚染物質排

出インベントリでそのような整理が行われているのであれば、参考にして追加する発生源等の

優先順位等を考えるべき。 
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2．3 インベントリの精緻化に向けた解析 

（１） インベントリ検討 WG（第１回）における検討結果 

今年度の第 1 回インベントリ検討 WG では、以下の目的を設定して大気中 VOC 濃度の成分自

動測定データの解析を行い、結果を報告した。 

 

＜解析の目的（令和 3 年度インベントリ検討 WG（第 1 回））＞ 

 国内の VOC 濃度に関する傾向や特徴を把握することによって、排出抑制対策の検討に

資するための知見を得ること。 

 主要な VOC 成分を対象として、環境中濃度とインベントリの経年変化等を比較すること

によって、取組の効果を把握すること。 

 環境中の VOC 成分構成等からインベントリにおいて推計対象とすべき物質、未把握の

発生源の有無を推定すること。 

 

主な解析結果は以下のとおりであり、各測定地点における VOC 濃度の経年変化傾向や季節変

化傾向、主要成分（物質構成）を整理するとともに、新型コロナウイルス感染拡大による経済活動の

変化が、VOC 濃度に与えた影響を分析した。 

※ VOC 成分自動測定データの解析結果の詳細は本報告書末尾の参考資料２参照 

 

＜VOC 成分自動測定データの主な解析結果＞ 

 東京は他の地点と比較して濃度が高い（図 6）。東京、群馬は昼（14 時）よりも夜（2 時）の

濃度が高く（昼＜夜）、箟岳、対馬は夜よりも昼の濃度が高い（昼＞夜）。特に対馬は昼と夜

の差が大きく、約 2 倍の差がある。 

 東京、対馬は低下傾向、群馬、箟岳は横ばいであった。特に東京の夜と対馬の昼は、平成

29 年度から令和 2 年度にかけて大幅に低下した（図 7、図 8）。 

 「東京」の主要物質は、トルエン、ブタン、イソブタン、２－メチルブタン、ペンタンであり、こ

れら 5 物質が全体の約 6 割を占める。昼と夜の物質構成の差は小さい（図 7、図 8、図 9）。

「箟岳」の主要物質は、概ね東京と同じであるが、ベンゼン（昼夜）とイソプレン（昼）の割合

が大きい。 

 新型コロナウイルス感染拡大による経済活動の変化が VOC 濃度に与えた影響を把握する

ため、緊急事態宣言期間（2020 年 4～5 月）の濃度に着目して解析を実施した（図 10）。 

 「東京」は時間帯や物質によって差があり、一部の物質は緊急事態宣言中の昼に大

幅な濃度低下がみられた。R2/R1 比が大きい（≧1.5）物質は、植物由来（リモネンやピ

ネン等）の VOC であることから、気象要因によるものと推察される。一方、比が小さい

（≦0.5）の物質は、トリメチルベンゼン等の人為起源の VOC も含まれている。 

 比が小さい物質の推移（14 時）を見ると、いずれの物質も令和 2 年度はスパイク状のピ

ークが殆ど観測されなかった。 
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図 6 測定局別年平均値の推移 
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図 7 月平均値の推移の例（東京） 

  

0 

5 

10 

15 

20 

25 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

H29 H30 R1 R2

V
O

C
濃

度
（p

pb
）

昼（14時） 夜（2時） 線形 (昼（14時）) 線形 (夜（2時）) 東京

0

5

10

15

20

25

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

H29 H30 R1 R2

V
O

C
濃

度
（
pp

b）

その他の物質

ｲｿﾌﾟﾚﾝ

m､p-ｷｼﾚﾝ

2-ﾒﾁﾙﾍﾟﾝﾀﾝ

1-ﾌﾞﾃﾝ

ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ

ﾍｷｻﾝ

ﾍﾞﾝｾﾞﾝ

ﾍﾟﾝﾀﾝ

2-ﾒﾁﾙﾌﾞﾀﾝ

ｲｿﾌﾞﾀﾝ

ﾌﾞﾀﾝ

ﾄﾙｴﾝ

東京

0

5

10

15

20

25

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

H29 H30 R1 R2

V
O

C
濃

度
（
pp

b）

その他の物質

ｲｿﾌﾟﾚﾝ

m､p-ｷｼﾚﾝ

2-ﾒﾁﾙﾍﾟﾝﾀﾝ

1-ﾌﾞﾃﾝ

ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ

ﾍｷｻﾝ

ﾍﾞﾝｾﾞﾝ

ﾍﾟﾝﾀﾝ

2-ﾒﾁﾙﾌﾞﾀﾝ

ｲｿﾌﾞﾀﾝ

ﾌﾞﾀﾝ

ﾄﾙｴﾝ

東京

昼（14 時） 

夜（2 時） 



17 

 

 

 

図 8 月平均値の推移の例（箟岳） 
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昼（14 時） 夜（2 時） 

  

  

  

図 9 年度別、時間帯別の物質構成の例（令和 2 年度） 
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図 10 新型コロナウイルス感染拡大による VOC 濃度変化の解析例（東京） 
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令和 3 年度インベントリ検討 WG（第 1 回）における主な指摘事項を以下に示す。 

 

① 解析の実施方針に係る指摘 

 重複を避けるため、環境省の他の検討会等における解析状況等を確認すべき。 

 自動測定データの解析をすることが本 WG の趣旨ではない。どのようにインベントリに繋げ

ていくかが課題である。 

 VOC 排出インベントリとの関連性が十分に解析できていない。 

 

② VOC 成分自動測定データの解析方法に係る指摘 

 植物起源の VOC は一つのグループにまとめた方が良い。 

 OH ラジカルとの反応性は、個々の物質によって相当差があるため、反応性の高い／低い

でチャートを作ると明確に差が出るかもしれない。 

 塗料成分が多いということだが、屋外塗装の影響を検証してはどうか。 

 新型コロナウイルスの影響については、自主的取組の事業者に関わる部分なのか、それ

以外の部分なのか等を確認した方が良い。 

 東京都が実施している VOC 成分別モニタリングデータを借りて、長期間のトレンドから削減

効果を確認してはどうか。 

 測定物質ごとに寄与する発生源を整理すると良い。加えて、反応性を考慮して個々の物質

の変化を示すことで、発生源の変動等が見えてくるかもしれない。 

※ 東京都より長期間（12 年間）のデータを提供頂いた。（低沸点成分含む） 

 

（２） VOC 排出インベントリの解析に係る目的及び方針の再検討 

前記した「①解析の実施方針」に係る指摘事項は、今後、解析を進めるにあたり重要な内容であ

るため、過年度の検討結果や関連する環境省の検討会における動向等も踏まえつつ、解析の目

的を再検討した。 

 

〇過年度の検討会における指摘事項 

 特に排出量が減少傾向にある発生源品目等は取組の有無を確認すべき。 

 VOC インベントリと PRTR に差が生じる場合は、「PRTR 排出量等算出マニュアル」を確認する

等、PRTR の算出方法を精査すべき。 

 PRTR と比較する場合は、すそ切り以下事業者に係る排出量も含めるべき。 

 解析により問題点が見出された場合、排出量の推計にどう反映させるのかも検討しておいた

方がよい。遡及修正の必要性等も含め、考え方を整理しておく必要がある。 

 VOC インベントリと観測データ中の VOC 個別成分の割合を比較することにより、問題のありそ

うな発生源を推定することができるかもしれない。 

 VOC（NMHC）の実測値（環境濃度）との比較によりインベントリの精度を検証すべき。 

 実測値との解析においては、反応性も考慮する必要がある。 

 季節変化傾向についても解析すべき。 
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〇環境省の検討会における検討状況 

第 1 回 WG 後、VOC 成分自動データの解析については、別の場で詳細な解析が実施されること

となった。PM2.5・Ox 対策総合検討会では、インベントリとの関連性や各物質の反応性を考慮した解

析が実施される予定であり、VOC 排出インベントリにおいても参考となる可能性のある結果が示され

る見通しである。 

 

上記を踏まえ、VOC 排出インベントリ等の解析に係る目的を以下に設定した。 

 

＜VOC 排出インベントリの解析に係る目的（案）＞ 

以下の解析等を実施し、VOC 排出インベントリを精緻化することを目的とする。 

 VOC 排出量の経年変化傾向に着目した解析を実施することによって、特徴的な変化が生じ

た期間を抽出・整理するとともに、業界団体等へヒアリングやアンケートを行うことによって変

化の要因（取組の有無や物質代替等との関連性）を把握する。 

 PRTR 等の類似する指標や VOC 観測値との比較解析を実施することによって、発生源の網

羅性や推計値の妥当性を検証する。 

 これらの解析結果に基づき、VOC排出インベントリに係る課題や問題点を抽出、整理するとと

もに、推計方法の見直しを検討する。 

 

（３） 解析方針 

① 経年変化の要因解析 

発生源品目別・物質別の経年変化傾向の解析により、特異的な変化が生じた期間を抽出する

とともに、業界団体等へのヒアリングやアンケート調査、文献等を実施し、変化の要因を分析す

る。 

他方、VOC 排出インベントリでは、インベントリの初期（平成 18 年度）から同じ推計式や排出係

数により推計を行っている発生源がある。それらの発生源については、その後の業界による取組

が反映されていない可能性があるため、前記した要因分析と併せて、業界団体等に取組（対策）

の実施状況や推計方法見直しの必要性を確認する。 

 

 
図 11 経年変化の要因解析のフロー 

経年変化の整理（発生源品目別・物質別）

特異的な変化（※）がみられた期間の抽出

※抽出条件
は要検討

推計方法の確認（見直しの有無）

要因推定
（業界団体等への照会、文献調査等）

必要に応じて見直しの検討
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発生源品目別・物質別の排出量が、前年度から急激に変化した期間（注）を「特異的な変化」

が生じた期間と定義して、経年変化を整理した。図 12 に主な発生源品目・物質の結果を示す。

これらの期間に着目して、業界団体等へのヒアリング・アンケート調査、文献調査等を実施し、変

化が生じた要因を把握するとともに、必要に応じて推計方法の見直しを検討する。 

（注）平成 18～令和元年度のいずれかの年度において、発生源品目別・物質別の排出量が 100t/年以

上であり、かつ、前年度比が+50％以上または-50％以下となった期間を「特異的な変化」がみられた

期間と定義した。 

 

 

 
注：平成 18～令和元年度までのいずれかの年度において、発生源品目別・物質別の排出量が 100t/年以上

であり、かつ、前年度比が+50％以上または-50％以下となった物質のみ個別に標記した（縦軸左側）。「発

生源品目合計」は、個別標記した物質以外も含めた合計排出量を示す（縦軸右側）。 

図 12 発生源品目別・物質別排出量の推移（1/2） 
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発生源品目合計

311：塗料

溶剤の成分分析 

→係数の見直し 溶剤の成分分析 

→係数の見直し 
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注：平成 18～令和元年度までのいずれかの年度において、発生源品目別・物質別の排出量が 100t/年以上

であり、かつ、前年度比が+50％以上または-50％以下となった物質のみ個別に標記した（縦軸左側）。「発

生源品目合計」は、個別標記した物質以外も含めた合計排出量を示す（縦軸右側）。 

図 12 発生源品目別・物質別排出量の推移（2/2） 
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② 類似する指標等との比較 

主な物質の経年変化傾向を中心に、PRTR 等の関連する指標との比較解析を行うことによって、

経年変化傾向や排出量の網羅性等を確認する。 

 

 VOC＜PRTR・・・VOC インベントリにおいて未把握の業種や発生源がある可能性あり 

 特異的な変化がみられる年度 

 取組の有無を確認。要因を把握することで、推計方法の検証を行う。 

 PRTR の方に問題がある可能性もある。 

 物質ごとに業種別の割合を作成して比較。 

 

 

  

  

  

注：初年度は VOC 排出インベントリが平成 12 年度、PRTR が平成 13 年度の排出量を示す。 

図 13 VOC 排出インベントリと PRTR 大気排出量の比較 
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③ 都道府県配分方法の検証 

VOC 排出インベントリは、現在でも自治体において幅広く活用されているため、今後、Ox 対策

を効果的かつ確実に進めるためには、都道府県別排出量の推計方法についても検証を行い、推

計精度を高める必要がある。 

具体的には、都道府県別・業種別・物質別に排出量を分析し、結果を各自治体に照会する等

によって、妥当性（実態と乖離していないか）を検証する。 

 

＜都道府県配分に係る外部からの指摘＞ 

 自治体からのご指摘 → 石油・石炭製品製造業の配分方法 

 H22 年度に都道府県への配分指標の見直しが行われたが、その際に遡及修正されなか

ったため、一部の自治体は階段状に変化している 

 森川委員からのご指摘 → 燃料小売業の配分方法 

 東京都のガソリン販売量が突出して多い。自動車燃料消費量と異なる。 

 

VOC 排出インベントリで使用している配分指標（石油連盟統計、都道府県別販売実績）は、実際

に販売した都道府県ではなく、本社・事務所等の所在地に計上されるため、東京が多くなっている。 

自動車燃料消費量調査（国土交通省）は、約 9600 の自動車使用者に対して調査票（期間中の燃

料消費量、メーターの数値、走行距離、給油量、車の用途など）を送付し、得られた回答を基に都道

府県別の燃料消費量を算出。 

 

 

図 14 ガソリン販売量と消費量の比較（森川委員提供資料） 
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④ 大気中 VOC 濃度との比較 

VOC 排出インベントリにおける推計結果と、NMHC や VOC 成分自動測データ等の大気中の

濃度データの比較を行い、発生源の網羅性や経年変化の妥当性を検証する。 

前記したとおり、VOC 成分自動測データについては、PM2.5・Ox 対策総合検討会において解

析される予定のため、その結果を踏まえつつ、今後、本検討会・WG における解析の必要性や解

析内容を検討することとしたい。 

※ VOC 成分自動測定データの解析結果の詳細は本報告書末尾の参考資料２参照 

 

 

＜第１回 WG における委員からの指摘事項＞ 

① 植物起源の VOC は一つのグループにまとめた方が良い。（梶井委員） 

② OH ラジカルとの反応性は、個々の物質によって相当差があるため、反応性の高い／低

いでチャートを作ると明確に差が出るかもしれない。（梶井委員） 

③ 東京オリンピック・パラリンピックの関係で建築ラッシュが続いていた。塗料成分が多いと

いうことだが、屋外塗装の影響を検証してはどうか。（宮原委員） 

④ 新型コロナウイルスの影響については、自主的取組の事業者に関わる部分なのか、それ

以外の部分なのか等を確認した方が良い。（亀屋委員） 

⑤ 東京都が実施している VOC 成分別モニタリングデータを借りて、長期間のトレンドから削

減効果を確認してはどうか。（田邊委員長） 

⑥ 測定物質ごとに寄与する発生源を整理すると良い。加えて、反応性を考慮して個々の物

質の変化を示すことで、発生源の変動等が見えてくるかもしれない。（田邊委員長） 
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2．4 新型コロナウイルス感染拡大による補正等の検討 

（１） 目的 

新型コロナウイルス感染拡大による経済活動の変化が、VOC 排出量に与える影響を把握すると

ともに、必要に応じて補正方法を検討すること、特異的に使用量が増加した製品等を対象に排出

量の推計方法や VOC 排出インベントリへの追加等を検討することを目的とする。 

 

（２） 新型コロナウイルス感染拡大による経済活動の変化 

国の報告等に基づき、新型コロナウイルス感染拡大による経済活動の変化を確認した。 

内閣府の「令和 2 年度 年次経済報告」（経済財政政策担当大臣報告）では、各種経済指標に

基づき、以下の点を指摘している。 

 

 製造業の利益動向には 2018 年後半から弱さがみられていたが、こうした弱さは生産活動と整

合的である。鉱工業生産は、2018 年後半以降、世界経済の減速が進むなかで、緩やかな減

少傾向をみせており、2020年3月から5月にかけては感染症の影響により急落した（図 15）。 

 感染防止のために国内の経済活動が抑制されたことに加え、我が国の主要貿易相手国であ

る欧米諸国において、3 月以降、ロックダウン等の強力な経済活動抑制策が実施されたことも

あり、こうした国・地域向けへの輸出が大幅に減少したこと等が要因である。 

 生産の減少は、自動車等の輸送機械や主として設備投資に向けられる生産用機械等におい

てみられた。ただし、5 月以降、欧米主要国では経済活動の再開が順次進み、こうした国・地

域への輸出も 6 月から増加に転じたこともあり、生産は増加に転じている（図 15（1））。 

 

 

出典：令和 2 年度 年次経済報告 ―コロナ危機：日本経済変革のラストチャンス― 、内閣府（経済財政政策

担当大臣報告） 令和 2 年 11 月。 https://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-je20/index_pdf.html 

図 15 製造業の生産の動向 
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 今回の局面は、製造業よりも非製造業（第 3 次産業）の落ち込みが大きい。リーマンショック

の際には、製造業のマイナス寄与が大きかったことと対照的である。また、全産業の減少ペー

スも、リーマンショック時よりも急速かつ大幅となっている（図 43（2））。 

 対人サービスである「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」が、緊急事

態宣言下の外出自粛の影響により 2020 年 3 月から 5 月にかけて大きく低下しているほか、

「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」など、「情報通信業」を除く多くの業種で弱い動きとな

っている（図 43（3））。 

 こうした非製造業の活動指数の低下について、「労働投入」（マンアワーベース）要因と「労働

生産性」要因に分解すると、2020 年 3 月から 5 月までの期間を均してみれば、多くの業種に

おいて、労働投入の減少以上に、労働生産性の低下寄与が大きい。 

 

 

 
出典：令和 2 年度 年次経済報告 ―コロナ危機：日本経済変革のラストチャンス― 、内閣府（経済財政政策

担当大臣報告） 令和 2 年 11 月。https://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-je20/index_pdf.html 

図 16 非製造業の生産動向 
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国内総生産は図 43 に示すとおりであり、緊急事態宣言が出された 2020 年 4～6 月期は急落した

が、7～9 月期以降は回復に転じており、10～12 月期は感染拡大前と近い水準となっている。 

 

 
出典：新型コロナウイルス感染症関連情報：新型コロナが雇用・就業・失業に与える影響、独立行政法人労働

政策研究・研修機構、2021 年 8 月 16 日。 https://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/covid-19/c12.html 

図 17 実質国内総生産（季節調整済前期比） 

 

一方、VOC 排出インベントリに係る産業への影響に関しては、令和２年度揮発性有機化合物

（VOC）排出インベントリ検討会（第１回）において、各業界団体よりご参画いただいている委員より新

型コロナウイルス感染拡大による VOC 排出量への影響の有無等を伺った。結果は表 7 に示すとお

りであり、主に生産量の増減として影響を受けている。 

その他、令和２年度揮発性有機化合物（VOC）排出インベントリ検討会において頂いた、本検討

事項に係る指摘事項を以下に示す。 

 

 経済活動が新型コロナウイルスにより変化したことによる VOC 排出量への影響は、生産量等

の減少にあらわれている。それに排出係数を掛けていけば、基本的に従来の現状の算出方

法で問題ないだろう。 

 製品の生産活動を示していない排出係数を使用している発生源品目が結構ある。実態を捉

えていない可能性もあるため、新型コロナウイルスの影響が大きい発生源については、現在

の推計方法における活動量と排出係数が正確に実態を示しているかを確認し、必要な場合

は補正したほうが良いと思う。 
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表 7 VOC 排出インベントリに係る業種・発生源への影響（委員指摘事項） 

業種・発生源等 生産量、VOC 排出量への影響 

化学工業 化学工業の活動量は 4～5 月に下がったが、その後は相当回復したため、通年

で見ると（全体的にはほぼ）例年通りであった。したがって、活動量としてはそれ

ほど大きく変わらないのではないかと思うが、一方で急激に回復したことが、定常

状態で継続的に排出した時と同じかということは分からない。その点に注意して

みる必要があると考えている。 

塗料 現在、データを持ち合わせていないが、塗料の生産量は落ち込んでいると思う。

家庭用塗料は新型コロナウイルスの影響で増えているが、総量が少なく、水性

塗料が多いため VOC の排出量は少ない。排出量が大きい企業向けの塗料は、

各業種の影響を強く受けるため、そのあたりが回復しない限りは塗料としても回

復しない状況である。 

自動車生産 

（自動車塗装） 

4～5 月は生産が落ち込んだが、その後回復している。各社の状況にもよるが、

全体としては 10～15％程度の落ち込みではないかと思う。計算方法については

従来から年単位で活動量を管理しているため、ある程度推計は可能であると考

えている。 

造船 

（船体塗装） 

造船時の VOC 排出は塗料が主であるため、状況は塗料と同じである。船舶は、

受注から引き渡しまで約 2 年間かかるため、理論上は 2 年前に受注した船を現

在建造していることになる。現在受注した船は、2 年後に引き渡しとなるため、新

型コロナウイルスの影響がすぐにでるものではない。新型コロナウイルスの影響

で受注は減っており、業況が元々悪かったので、足元の建造量も減っている。 

接着剤 接着剤の生産量は減少傾向となっており、主な VOC 排出源である溶剤系接着

剤についても減少傾向にある。溶剤系接着剤の中では、食品包装材料の製造

に使用される一部接着剤が増加傾向にあるため、この需要が堅調だったのでな

いかと推測される。 

印刷 印刷業界の出荷額は減少傾向にあったが、新型コロナウイルスの感染拡大以降

は、企業のカタログやパンフレット、新聞折込チラシ等の広告宣伝物が大幅に減

少した。業務用の包装資材も減少傾向にあるが、巣籠り需要ということで、家庭

で使うような包装資材関係はある程度伸びているという状況である。全体として

は減少傾向にある。 

ドライクリーニング 家庭でクリーニングに出す回数や量は相当落ち込んでいる。家計調査によると、

洗濯に対する家計支出がかなり落ち込んでいる実態があり、それに合わせてドラ

イクリーニング溶剤による VOC 排出量も少なくなるだろう。 

産業洗浄 2020 年の前半は稼働率が大幅に低下しており、生産調整を実施していたが、後

半は自動車部品用途を含めてかなり回復したため、通年で見ると微減になると

思う。恒常的に用途や分野が変わったということはない。 

燃料小売業 燃料需要に対する新型コロナウイルスの影響はあるが、基本的には現在の算出

方法でそれらの影響を把握できると考えている。 
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（３） 大気汚染物質及び VOC 濃度 

①先行調査結果 

新型コロナウイルス感染拡大による大気汚染物質濃度への影響に関して、「微小粒子状物質

等専門委員会（第 12 回）」（令和 2 年 6 月 26 日）資料（※）において、緊急事態宣言等による大

気汚染物質濃度（PM2.5、Ox、NOx）への影響を解析した結果が示されており、以下の結論が示

されている（以下、転記）。 

 

※ 資料３ 新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言等の影響による大気汚染状況の変化 

（アクセス日：2021.09.13） https://www.env.go.jp/council/07air-noise/y078-12b.html 

 

 2020 年の大気汚染物質濃度と過年度の濃度を比較した結果、PM2.5 と NOx について大き

な濃度の減少が見られたことから、緊急事態措置による社会経済活動の変化が一定程度、

大気濃度の減少に寄与することが示唆された。一方、光化学オキシダントについては大きな

濃度の変化は見られなかった。 

 大気濃度の変動要因としては、これまでの排出抑制対策による減少トレンド、気象変化に伴う

年々変動、越境汚染による影響等を考慮する必要があることから、慎重な検討が必要である。

具体的には、今後、測定データを国設大気測定局以外に拡張するほか、緊急事態措置前後

の十分な期間のトレンドを踏まえて評価・検討する必要がある。 

 

緊急事態宣言による大気汚染物質濃度への影響については、第 61 回大気環境学会におい

ても研究結果が報告されている。 

早崎らは、緊急事態宣言期間前後での社会経済活動の抑制・再開が大気汚染物質濃度にも

たらしたインパクトを評価することを目的として、NOx、PM2.5、Ox の常時監視データを解析した結

果を報告している（図 18）。COVID-19 の影響は測定値と予測値との差を参照値（最新確定値 3 

年（2015～2017 年度）の各月の平均値）で除した偏差比により評価している。解析の結果、NOx

偏差の比は1～4 月では-8%から-5%程度（一般･自排局の中央値）と小さかったが、5月で-15%程

度にまで拡大したが、緊急事態宣言解除後（6 月）の中央値はほぼゼロとなったこと、Ox の高濃

度日数が、従来年の 5 月と比べてほぼ半減していたこと等を示した。 

米持は、埼玉県内の常時監視データを用いて解析を行い、宣言前後の濃度変化と、前年同時

期の濃度変化との比較(宣言前後の濃度比／昨年同時期の濃度比)により緊急事態宣言による

経済活動変化の影響を評価した結果を報告している。解析の結果、PM2.5 の昨年同時期との比

較は平日が 0.89、休日が 1.11 となり、大きな差は見られなかったが、PM2.5 は二次生成の影響も

大きいため、増減については評価が難しいこと、NOx の濃度比は休日が顕著で、県北東部、県

北中部、本庄、秩父で 0.7 を下回り、秩父は 0.55 であったこと、NMHC は、平日・休日ともに濃

度低下が見られたこと、宣言解除後の NOx と NMHC は昨年同時期と同じ濃度レベルに戻ってい

たこと等を示した。 
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出典：早崎ら、COVID-19 感染拡大による緊急事態宣言前後の自動車交通と大気汚染物質濃度の関連、第 61 回大気環

境学会年会 講演要旨集、O-G-014。 

図 18 早崎らによる研究報告 

 

 
 

出典：米持真一、緊急事態宣言後に見られた大気汚染の変化、第 61 回大気環境学会年会 講演要旨集、O-G-015。 

図 19 NOx の昨年同時期の濃度変化に対する宣言後の濃度変化 
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②非メタン炭化水素（NMHC）濃度 

非メタン炭化水素（NMHC）の月平均値の推移を見ると、緊急事態宣言中の 2020 年 4～5 月の

濃度は 2019 年以前と比較して低いが、緊急事態宣言が解除された 6 月以降は同程度の濃度レ

ベルとなっている（図 20）。また、NMHC は長期的にみて減少傾向にあるものの、緊急事態宣言

中の 4～5 月は特に低い濃度となった（図 21）。 

 

 

注： 2015 年 4 月～2019 年 3 月は確定値。2019 年 4 月～2020 年 8 月は速報値。 

注：年度ごとに全ての有効測定局を集計対象とした（一般局、自排局の両方）。 

図 20 非メタン炭化水素（NMHC）濃度の月平均値の比較（全国平均値） 

 

 

注： 2015 年 4 月～2019 年 3 月は確定値。2019 年 4 月～2020 年 8 月は速報値。 

注：年度ごとに全ての有効測定局を集計対象とした（一般局、自排局の両方）。 

図 21 非メタン炭化水素（NMHC）濃度の月平均値の推移（全国平均値） 
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・緊急事態宣言時の濃度は平年よりも低い。 

・解除後（6 月以降）は平年並み。 

緊急事態宣言 
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（４） 既存発生源の補正 

①補正の必要性の判断 

VOC 排出インベントリにおいて推計対象としている各発生源品目について、図 22 に示すフロ

ーに従い新型コロナウイルス感染拡大による補正の必要性を判断した。 

VOC 排出インベントリの総排出量に占める割合が極めて小さい発生源（0.1％以下）について

は、国内の VOC 排出に与える影響が小さいことから検討の対象外とした（図 22、分岐①）。次に、

活動量（生産量、出荷量、自主行動計画による報告値等）を使用する発生源については、新型コ

ロナウイルス感染拡大による生産量の変化が考慮されるため、「補正の必要なし」とみなした（図 

22、分岐②）。ただし、推計対象年度のデータが得られない場合（推計時点で最新年度のデータ

が得られず、過去のデータを代用する等）については補正の必要性を検討した（図 22、分岐

③）。 

なお、業種配分に使用するデータについては、推計対象年度のデータが得られない場合も補

正の対象外とした（例えば、産業連関表（総務省、5 年ごと）等）。 

分岐に基づく判定結果を表 8 に示す。 

 

 

 

注：①について、令和元年度の VOC 排出インベントリに占める割合を判断指標とした（0.1％以下を No）。 

図 22 新型コロナウイルス感染拡大による補正の必要性に係る判断フロー 

  

③
推計対象年度の

データを使用するか

①
VOC排出インベントリへの

影響は大きいか

Yes

Yes

No

No

No

②
推計に活動量

（生産量、出荷量等）を
使用するか

影響は小さいため、補正は行わない。

Yes

関連する業界団体へのヒアリングや統計等から
新型コロナウイルス感染拡大による影響

（生産・出荷量等の変化）の有無を確認する。
影響がある場合は補正を行う。

現在の推計方法において、新型コロナウイルス感染拡大
による影響（生産・出荷量等の変化）が含まれるため、

補正は行わない。

関連する業界団体へのヒアリングや統計等から
新型コロナウイルス感染拡大による影響

（生産・出荷量の変化）の有無を確認する。
影響がある場合は類似するデータを指標として、

補正を行う（年次補正）。
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表 8 判断結果（1/2） 

発生源品目 割合注 
判断結果 

備考 
分岐① 分岐② 分岐③ 

101 化学品 8.0% Yes Yes Yes 
自主行動計画、PRTR 

→補正の必要なし。 

102 食料品等(発酵) 2.9% Yes Yes Yes 
国税庁・農水省統計 

→補正の必要なし。 

103 コークス 0.02% No － － 補正の必要なし。 

104 天然ガス 0.2% Yes Yes Yes 
自主行動計画 

→補正の必要なし。 

201 燃料(蒸発ガス) 20.3% Yes Yes Yes 
自主行動計画、業界統計 

→補正の必要なし。 

203 原油(蒸発ガス) 0.06% No － － 補正の必要なし。 

311 塗料 36.7% Yes Yes Yes 
業界統計 

→補正の必要なし。 

312 印刷インキ 5.5% Yes Yes Yes 
自主行動計画、業界統計 

→補正の必要なし。 

313 接着剤 6.5% Yes Yes Yes 
業界統計 

→補正の必要なし。 

314 粘着剤・剥離剤 1.2% Yes Yes No 
※一部、未更新の業界統

計あり 

315 ラミネート用接着剤 1.0% Yes Yes Yes 
PRTR 届出 

→補正の必要なし。 

316 農薬・殺虫剤等(補助剤) 0.2% Yes Yes Yes 
PRTR 届出外 

→補正の必要なし。 

317 漁網防汚剤 0.7% Yes Yes Yes 
PRTR 届出外 

→補正の必要なし。 

322 ゴム溶剤 1.2% Yes Yes Yes 
自主行動計画 

→補正の必要なし。 

323 コンバーティング溶剤 0.6% Yes Yes Yes 
自主行動計画 

→補正の必要なし。 

324 コーティング溶剤 0.8% Yes Yes Yes 
PRTR 届出 

→補正の必要なし。 

325 合成皮革溶剤 0.1% No － － 補正の必要なし。 

326 アスファルト溶剤 0.01% No － － 補正の必要なし。 

327 光沢加工剤 0.03% No － － 補正の必要なし。 

328 マーキング剤 0.01% No － － 補正の必要なし。 

注：令和元年度の VOC 排出インベントリに占める割合。0.1％以下を網掛けで示す。 
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表 8 判断結果（2/2） 

発生源品目 割合注 
判断結果 

備考 
分岐① 分岐② 分岐③ 

331 工業用洗浄剤 6.0% Yes Yes No 
※最新年度の数値が得ら

れない（1 年遅れ）統計あり 

332 ドライクリーニング溶剤 3.1% Yes Yes No ※隔年の業界統計あり 

333 塗膜剥離剤(リムーバー) 0.2% Yes Yes Yes 
業界統計 

→補正の必要なし。 

334 製造機器類洗浄用シンナー 4.0% Yes Yes Yes 
自主行動計画、業界統計 

→補正の必要なし。 

335 表面処理剤(フラックス等) 0.10% No － － 補正の必要なし。 

341 試薬 0.12% Yes Yes Yes 
業界統計 

→補正の必要なし。 

411 原油(精製時の蒸発) 0.01% No － － 補正の必要なし。 

421 プラスチック発泡剤 0.12% Yes Yes Yes 
業界統計 

→補正の必要なし。 

422 滅菌・殺菌・消毒剤 0.08% No － － 補正の必要なし。 

423 くん蒸剤 0.05% No － － 補正の必要なし。 

424 湿し水 0.02% No － － 補正の必要なし。 

注：令和元年度の VOC 排出インベントリに占める割合。0.1％以下を網掛けで示す。 
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②補正の検討 

前記した「①補正の必要性の判断」により補正が必要と判断した表 9 に示す発生源品目を対

象として、詳細を検討した。 

 

表 9 補正が必要と判断した発生源品目 

発生源品目 割合注 補正の検討事項 

314 粘着剤・剥離剤 1.2% 

・未更新の業界統計あり 

→「印刷用粘着紙メーカー会」による統計値 

→印刷用粘着紙から排出される VOC 

331 工業用洗浄剤 6.0% 

・最新年度の数値が得られない（1 年遅れ）統計あり 

→経済産業省「工業統計（産業編）」 

→精密機械器具等の原材料使用額 

332 ドライクリーニング溶剤 3.1% 

・隔年の業界統計あり 

→厚生労働省「ドライクリーニングにおける溶剤 

の使用状況等に関する調査」 

→テトラクロロエチレン用洗濯機設置台数、 

石油系溶剤用洗濯機設置台数 

注：令和元年度の VOC 排出インベントリに占める割合。 

 

（ア） 粘着剤・剥離剤 

VOC 排出インベントリにおける「粘着剤・剥離剤」は、粘着テープや粘着ラベル等の製造に使用さ

れる粘着剤・剥離剤に含まれる溶剤の排出を推計対象としている（表 10）。なお、粘着剤・剥離剤の

製造段階における VOC の排出は「化学品（コード：101）」において推計されるため、ここでは対象外

としている。 

 

表 10 粘着剤・剥離剤の需要分野と内容 

需要分野 内 容 

1 粘着テープ 

包装用・梱包用粘着テープ、建築・建材用粘着テープ、 

電子・電気製品用粘着テープ、医療用粘着テープ、 

医療衛材（絆創膏・生理用品等）、これらに関係した剥離紙 等 

2 粘着ラベル 印刷用粘着紙、剥離紙 

 

推計方法は表 11 に示す 4 団体における自主行動計画等の報告値を捕捉率で割り戻した値を合

計して算出される。このうち、「A 日本製紙連合会」、「C 日本粘着テープ工業会」、「D 日本ポリエ

チレンラミネート製品工業会」は自主行動計画による報告値を使用しているため、対象推計年度の

数値が得られるが、「B 印刷用粘着紙メーカー会」は過去に実施したアンケート調査において業界

団体（印刷用粘着紙メーカー会）が回答した数値を使用しており、最後にアンケートを実施した平成

21 年度までしかデータが得られない（表 12）。 
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表 11 粘着剤・剥離剤の使用に関連する業界団体 

需要分野 業界団体注 1 データ 
R1 

排出量注 2 

粘着ラベル 

A 日本製紙連合会 自主行動計画による報告値 873 

B 印刷用粘着紙メーカー会 
アンケート結果（業界団体の報告

値、平成 21 年度まで） 
197 

粘着テープ 

粘着ラベル 

C 日本粘着テープ工業会 自主行動計画による報告値 3,456 

D 
日本ポリエチレンラミネート

製品工業会 

自主行動計画による報告値 
20 

注 1：推計対象年度のデータが得られない（補正の検討が必要）業界団体を網掛けで示す。 

注 2：捕捉率で補正する前の値（業界団体の報告値）。捕捉率は 63％。 

 

表 12 印刷用粘着紙メーカー会による VOC 排出量の調査結果 

物 質 

VOC 排出量 （t/年） 

H12 

年度 

H17 

年度 

H18 

年度 

H19 

年度 

H20 

年度 

H21 

年度 

H22 

年度 

H23 

年度 

H24 

年度 

全物質 1,612 1,612 1,399 1,061 686 556 197 197 197 

物 質 
H25 

年度 

H26 

年度 

H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

H30 

年度 

R1 

年度 
  

全物質 197 197 197 197 197 197 197   

出典：平成 21 年度までは印刷用粘着紙メーカー会調べ。平成 22 年度は当時の事務局（株式会社 旭リサーチセンター）

による算出値（外挿値と思われるが、詳細は不明）。 

 

 

印刷用粘着紙メーカー会による VOC 排出量は長期間データが得られておらず、今年度も調査し

たがデータを得ることができなかった。一方、印刷用粘着紙メーカー会による令和元年度の排出量

は 197 t/年であり、粘着剤・剥離剤の合計排出量（令和元年度は 4 団体合計で 4,546 t/年）に占め

る割合も約 4％と小さい。 

したがって、「粘着剤・剥離剤」に係るVOC排出量の96％はコロナウイルス感染拡大の影響が織り

込まれた値であることが確認できたため、これ以上の補正は検討しないこととした。 
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（イ） 工業用洗浄剤 

VOC 排出インベントリにおける「工業用洗浄剤」の推計対象は、金属部品等の製造プロセスの一

環として、洗浄時の工業用洗浄剤の使用により排出される VOC を推計対象としている。 

洗浄剤の使用量は主に表 13に示すデータを使用する。このうち、塩素系3 溶剤は推計対象年度

のデータが得られるが、それ以外については「平成20年度工業洗浄剤の実態調査」（日本産業洗浄

協議会）による使用量を「工業統計」（経済産業省）による出荷額で年次補正することによって、推計

対象年度の値を算出している。 

工業統計は推計時点で対象年度のデータが得られないため（1 年遅れ）、「（１）補正の必要性の

判断」において要検討とされたが、工業統計に関しては従来から該当年度のデータが得られた時点

で過年度排出量を遡及修正している。 

したがって、今年度は補正等を行わずに前年度の値で一旦代用し、次年度以降、令和 2 年度の

値が公表された際に遡及して修正することとしたい。 

 

表 13 洗浄剤使用量の推計に使用する主なデータ 

洗浄剤の種類（系統） データ 備考 

塩素系3溶剤（ジクロロメタン、ト

リクロロエチレン、テトラクロロエ

チレン） 

クロロカーボン衛生協会による

自主統計データ 

毎年度実施しており、推計対象

年度のデータが得られる。 

※R1 使用量：24 千 t 

・上記以外の塩素系溶剤 

・準水系溶剤 

・炭化水素系溶剤 

・アルコール系溶剤 

・その他 

①「平成 20 年度工業洗浄剤

の実態調査」（日本産業洗浄

協議会） 

②「工業統計調査」（経済産業

省） 

①は平成 19 年度実績であるた

め、②により年次補正している。

②は推計時点で対象年度のデ

ータが得られない。 

※R1 使用量：52 千 t 
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（ウ） ドライクリーニング溶剤 

VOC 排出インベントリにおける「ドライクリーニング溶剤」は、衣類汚れを除去するドライクリーニン

グ溶剤を使用する選択設備からの排出量を推計対象としている。 

排出量は、①工業ガソリン 5 号（クリーニングソルベント）の出荷量（メーカー提供頂）、②洗濯機設

置台数（ドライクリーニングにおける溶剤の使用状況等に関する調査、厚生労働省）を使用している。

このうち、①は毎年メーカーに依頼して推計対象年度のデータを得ているが、②は隔年のため補正

の必要性を検討した。 

②は隔年であるが、偶数年が調査対象であり、検討対象としている令和 2 年度のデータを得ること

ができたため、補正の必要な無いと判断した。 

 

 

出典：東京都クリーニング生活衛生同業組合ウェブサイト（2022.1.18 アクセス）を基に作成。 

 https://www.tokyo929.or.jp/column/washing_cleaning/post_7.php 

図 23 ドライクリーニングの模式図 
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なお、ドライクリーニングのコロナウイルス感染拡大による影響については、令和２年度検討会に

おいて、委員より「大幅に落ち込んでいる」との指摘があった。令和 2 年度のドライクリーニング用洗

濯機の設置台数は前年度よりも減少しているが、台数は平成 16 年度から一貫して減少傾向にある

ため、コロナウイルス感染拡大の影響については不明確であった（図 24）。 

 

 

 
出典：厚生労働省「ドライクリーニングにおける溶剤の使用状況等に関する調査（令和 2 年度）」を基に作成。 

図 24 ドライクリーニング用洗濯機設置台数の推移 

 

 

③ まとめ 

新型コロナウイルス感染拡大による経済活動の変化が、VOC 排出インベントリに与える影響等

を確認したところ、大部分の発生源品目は推計に使用する基礎データ（活動量）に影響が含まれ

るため、補正等の必要は無いと判断された。 

一方、一部の発生源品目においては、推計対象年度（令和 2 年度実績）のデータが得られな

いことが確認されたため、補正の必要性や補正方法等の詳細を調査したところ、いずれも影響は

軽微であることが確認された。 

従って、VOC 排出インベントリ全体として、新型コロナウイルス感染拡大の影響は軽微であり、

現状の推計方法に従って令和 2 年度排出量を推計しても特に問題無いことが確認された。 
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（５） 新型コロナウイルス感染拡大により需要が増加した製品 

第１回 WG における議論を踏まえ、以下に示す新型コロナウイルス感染拡大により需要が増加し

た 3 製品（マスク、除菌用ウエットティッシュ、アルコール消毒剤）を対象として、表 14 に示す業界

団体へのヒアリングを行い、環境中への VOC 排出実態、排出量推計方法、インベントリへの計上

可否等を整理した。排出段階は製品ごとに「製造段階」と「使用段階」に分けて VOC 排出の有無や

現状のインベントリとの重複等を確認した。 

 

表 14 検討対象とした製品とヒアリング先の業界団体 

製品 ヒアリングを実施した業界団体 

① マスク 一般社団法人 日本衛生材料工業連合会 

② 除菌用ウエットティッシュ 一般社団法人 日本衛生材料工業連合会 

③ アルコール消毒剤（手指用） 一般社団法人 アルコール協会 
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① マスク 

マスクの生産・輸入数量の推移をみると、2019 年度から 2020 年度にかけて大幅に増加しており、

特に家庭用マスクの増加が顕著であった（図 25）。国内に流通する製品は輸入品が多く、国産品の

2.7 倍となっている。 

製造・使用段階における VOC の排出等について、マスクの生産数量等の調査・管理、JIS 適合審

査申請、ガイドライン作成等を行っている（一社）日本衛生材料工業連合会（以下、「日衛連」という）

に意見を伺った。 

主な意見は以下の通りであり、製造・使用工程における VOC 排出は考えられないため、「マスク」

については VOC 排出インベントリの対象外とすることとしたい。 

 

＜マスクに係る主なヒアリング結果（日衛連）＞ 

 製造工程での VOC 排出は基本的に無いと考えてよい。 

 不織布は製造されたものを仕入れて裁断、加工する場合が多い。そのため、不織布の製

造時の排出（抗菌剤や消毒剤の排出）は別業種になる。 

 

 

 
出典：（一社）日本衛生材料工業連合会ウェブサイト（2021.1.10 時点） https://www.jhpia.or.jp/data/data7.html 

図 25 マスクの国内生産・輸入数量の推移 
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② ウエットティッシュ 

ウエットティッシュの製造・販売状況は、マスクと同様に日衛連が取りまとめを行い、結果を公表し

ている。日衛連による生産数量の推移をみると、2015 年度以降は一貫して増加傾向にあるが、2020

年度は前年度と比較して「消毒用」、「除菌用」、介護用が大幅に増加した（図 26）。 

ウエットティッシュの使用段階における VOC 排出は、[拡張]VOC 排出インベントリにおける「民生

品の使用」の一部（日用雑貨：衛生紙用品）として排出量を推計している（表 15）。推計方法は以下

のとおりであり、「東京都インベントリ」1）による推計方法と同じ手法を用いている。 

 

＜【見直し前】ウエットティッシュの使用による VOC 排出量の推計式＞ 

ウエットティッシュの 

生産数量 

（百万枚/100 万個） 

× 

1 枚あたりの 

液量注 2 

（3mL/枚） 

× 

VOC 

含有率注 2 

（10％） 

× 
比重 

（0.8） 
× 

大気 

排出率 

（100％） 

注 1：（一社）日本衛生材料工業連合会調べ。「消毒用」、「除菌用」、「雑品」、「介護用」、「化粧」の合計値。 

注 2：東京都調べ。 

 

表 15 「民生品の使用」推計における製品分類と活動量データ 

大分類 中分類 活動量データ 

日用 

雑貨 

衛生紙用品（※ウエットティッシュ） 
（一社）日本衛生材料工業連合会による自

主統計データ 

衣料用洗剤、住居用洗剤、家庭用ワック

ス、芳香・消臭剤、防虫剤 

トイレタリーグッヅマーケティング要覧 

（㈱富士経済） 

医薬品 

皮膚用治療薬、皮膚用殺菌消毒剤、水

虫薬、外用鎮痛消炎剤、毛髪用剤、基

礎化粧品 

一般用医薬品データブック 

（㈱富士経済） 

医療医薬品データブック（㈱富士経済） 

化粧品 

基礎化粧品、メイクアップ、ボディケア、

フレグランス、インバスヘアケア、ヘアメイ

ク、ヘアカラー、男性用化粧品 

生産動態統計年報 化学工業統計編 （経

産省） 

香水・オーデコロン 貿易統計（財務省） 

文具 
筆記用具（ボールペン、マーカーペン、

修正液） 

生産動態統計年報 繊維・生活用品統計

編 （経産省） 

車両 

用品 

車用ワックス・コート剤、ウィンド関連、車

用クリーナー、車用芳香・消臭・防臭剤 

オートケミカル製造業実態調査報告書 

（（一社）日本オートケミカル工業会） 

包装・保管

容器 

食品トレー 日本スチレン工業会調べ 

発泡スチロール 発泡スチロール協会調べ 

エアゾール

噴射剤 
エアゾール缶 

エアゾール製品生産数量調査 

（（一社）日本エアゾール協会） 

 
1） 財団法人計量計画研究所 「民生部門からの VOC 排出量調査報告書」（平成 22 年 3 月） 東京都環境局委託。 
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出典：（一社）日本衛生材料工業連合会ウェブサイト（2021.1.10 時点） https://www.jhpia.or.jp/data/data9.html 

図 26 ウエットティッシュ生産数量の推移 

 

 

現在の推計方法（東京都インベントリにおける推計方法）は、以下の点が検討課題として挙げられ

るため、コロナウイルス感染拡大による影響と合わせて日衛連に意見を伺った。 

 

＜主な検討課題（ウエットティッシュの使用による VOC 排出）＞ 

(ア) ウエットティッシュの生産数量をどのように設定すべきか。 

 日衛連統計は「百万枚/100 万個」（出荷個数＝シート枚数）であるため、1 個（1 製品）

あたりのシート枚数を設定して乗じることにより、出荷「枚数」に換算する必要がある。 

 東京都インベントリでは、「消毒用」、「除菌用」、「雑品」、「介護用」、「化粧」は全てア

ルコール系製品と仮定しているが、妥当か。 

(イ) 1 枚あたりの液量は「3mL」で良いか。 

(ウ) VOC（アルコール）含有率は「10％」で良いか。 

(エ) 大気排出率は「100％」で良いか。 
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主なヒアリング結果を以下に示す。主に生産数量の統計値の適用方法、及び排出係数の妥当性

を確認した。輸入製品は正確に数値を把握することが困難であったこと、日衛連によると割合が小さ

いことから推計の対象外とした。また、ウエットティッシュの製造段階における VOC 排出については、

現時点で推計に必要なデータや知見が得られなかったため対象外とした。 

 

＜ウエットティッシュに係る主なヒアリング結果（日衛連）＞ 

 統計値は日衛連会員企業に限られるが、大手は全て会員のため、数量ベースのカバー率

は 90％以上である。 

 新型コロナウイルス感染拡大によりウエットティッシュの需要は増加した。 

 国産品が主であり、輸入数量はあまり増えていない。1～2 割程度だろう。統計等から輸入数

量を把握することはできない。 

 用途の大部分は家庭用（民生品）である。 

 ウエットティッシュのアルコール分は、使用時に殆ど大気中に排出されるだろう。 

 「消毒用」はアルコール主体である（医薬部外品）。「除菌用」はアルコール含有製品が 3 割

程度、ノンアルコール製品が7割合程度である。それ以外の用途では、アルコールは殆ど使

用されない。 

 

 

見直し後の推計方法を以下、検討結果（変更点）を表 16 に示す。主にウエットティッシュの生産

数量に係る統計値の適用方法を変更した。見直し前後の排出量は図 27 に示すとおりであり、主に

集荷数量を枚数に換算したことによって大幅に増加した。 

 

＜【見直し後】ウエットティッシュの使用による VOC 排出量の推計式＞ 

 

 ウエットティッシュの生産数量（百万枚）   

＝「消毒用」の生産数量注 1（百万枚/100 万個）×枚数（50 枚/個）×アルコール系の割合（100％） 

 ＋「除菌用」の生産数量注 1（百万枚/100 万個）×枚数（50 枚/個）×アルコール系の割合（30％） 

 

ウエットティッシュの 

生産数量 

（百万枚） 

× 

1 枚あたりの 

液量注 2 

（3mL/枚） 

× 

VOC 

含有率注 2 

（10％） 

× 
比重 

（0.8） 
× 

大気 

排出率 

（100％） 

注 1：「（一社）日本衛生材料工業連合会調べ」を基に算出。 

注 2：東京都調べ。 
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表 16 推計方法の検討結果（ウエットティッシュの使用） 

検討課題 見直し前 見直し後 

（ア） ウエットティッシュ生

産数量の設定方法 

 「消毒用」、「除菌用」、「雑

品」、「介護用」、「化粧」の

合計値 

 全てアルコール製品と仮定 

 「消毒用」は全て（100％）、

「除菌用」は 30％がアルコー

ル製品とする。 

 「雑品」、「介護用」、「化粧」は

対象外とする。 

 出荷個数＝シート枚数  出荷個数に 1 個あたりのシー

ト枚数（50 枚/個）を乗じて、

「出荷枚数」に換算 

（イ） 1 枚あたりの液量  3mL/枚  3mL/枚（変更なし） 

（ウ） VOC 含有率  10％  10％（変更なし） 

（エ） 大気排出率  100％  100％（変更なし） 

 

 

 
図 27 ウエットティッシュの使用による VOC 排出量の推移（見直し前後の比較） 

  

64 66 82 105 122 142 172

304 332

541
602

730

950

1,163

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

V
O

C 排
出

量
（

t/
年

）

見直し前

見直し後



48 

③ アルコール消毒剤 

新型コロナウイルス感染拡大により、商業施設等の出入口付近に設置されることが多くなったアル

コール消毒剤（主に手指用）を対象として、使用実態や推計方法等を検討した。工業用アルコール

等の生産に係るアルコール協会へのヒアリング結果を以下に示す。 

 

（ア） アルコール消毒剤の生産・販売状況 

工業用アルコールは製法によって「合成アルコール」と「発酵アルコール」（酒類除く）に分類される

（注）。工業用アルコールの年間の生産数量は図 28 に示すとおりであり、令和 2 年度（2020 年度）

に生産量と販売量が急激に増加した。工業用アルコールの原料として使用される「原料アルコール」

の輸入数量も令和2年度に急増した（図 29）。月別の推移を見ると、令和3 年度（2021 年度）は後半

にかけて生産・販売数量が減少し、令和元年度と同程度の水準となった（図 30）。 

（注） 「発酵アルコール」は、輸入した粗留アルコールを国内の工場で精製・蒸留して製造される。一般的

に、食品等の用途は発酵アルコールが使用される。「合成アルコール」は、国内の工場において、エチ

レン（石油由来）を化学合成して製造されている。 

 

＜工業用アルコールの生産等に係るヒアリング結果（アルコール協会）＞ 

 工業用アルコールの生産・販売数量の増加はコロナウイルス感染拡大に伴う手指用消毒液

の需要拡大によるものと考える。 

 世界のアルコール（燃料用及び工業用）需要は、近年、増加傾向にある。但し、新型コロナ

感染症の世界的感染拡大による経済活動の低下や行動の自粛等を背景に、世界の燃料

用アルコールの生産・消費は減少し、他方、消毒用アルコール等に使用される工業用アル

コールについては世界的に需要が拡大している。この結果、世界のアルコール需要は、新

型コロナ感染症の影響によって全体（燃料用と工業用の合計）としては減少している。 

 平成 21 年度は新型インフルエンザの影響で増加したが、翌年には元の水準に戻った。 

 令和 2 年度は増加したが、令和 3 年度は対前年比で減少となっている。 

 消毒剤は発酵アルコールと合成アルコールの両方が使用されている。 

 工業用アルコールの生産・販売数量のうち、手指用消毒液に使用される割合（数量）を把握

することはできない。 

 手指用アルコール消毒液のアルコール濃度は 70～80％程度である。 

 消毒剤の販売状況は「薬事工業生産動態統計調査」（厚生労働省）においても把握可能だ

が、「金額ベース」であり、アルコール以外の消毒剤も含まれる。生産金額は新型コロナウイ

ルス感染拡大に伴い、「医薬品」は 2020 年 7 月、「医薬部外品」は 2020 年 10 月をピークに

急増したが、その後は減少傾向にある（図 31）。 

→医薬品「261：外皮用殺菌消毒剤」、医薬部外品「914：外皮消毒剤」 

  ・塩素酸塩製剤、ヨウ素化合物、過酸化物製剤、アルコール製剤、石鹸類製剤、 

   配合剤 等 
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出典：一般社団法人アルコール協会 ウェブサイト（2021.9.5 時点）を基に作成 http://www.alcohol.jp/sub2.html 

図 28 工業用エチルアルコールの生産・販売量の推移（年度別） 

 

 

 
出典：一般社団法人アルコール協会 ウェブサイト（2021.9.5 時点）を基に作成 http://www.alcohol.jp/sub2.html 

図 29 原料アルコールの輸入数量の推移 
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出典：一般社団法人アルコール協会調べ（ヒアリング時提供資料）。 

図 30 工業用エチルアルコールの生産・販売量の推移（月別） 

 

 
出典：「薬事工業生産動態統計調査月報統計表」を基に、アルコール協会作成（ヒアリング時提供資料）。 

図 31 外皮用殺菌消毒剤及び外皮消毒剤生産額の推移 
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（イ） アルコール消毒剤（手指用）の使用による VOC 排出量の推計 

現在の VOC 排出インベントリに含まれていないため、VOC 排出量の推計及びインベントリへの計

上を検討した。経済産業省調査（図 32）による消毒剤の国内生産量に基づき、生産した量全てが使

用される（生産量＝使用量）、使用された全量が大気中に排出される、エタノール濃度 75％（アルコ

ール協会ヒアリング結果：70～80％より設定）、比重：0.789 t/m3 と仮定して排出量を算出した結果、

令和 2 年度（2020 年度）の VOC 排出量は 40 千トンと算出された。これは 5 位の接着剤に相当する

（表 17）。 

 

○消毒剤使用による VOC 排出量（国内生産） 

令和 2 年度： 67,680,000 L × 0.75 × 0.789 t/m3 ＝  40,050 t  

令和元年度： 12,720,000 L × 0.75 × 0.789 t/m3 ＝   7,527 t  

※ 令和元年度の国内生産量は 96 万 L×11 + 216 万 L として算出した。 

 

 
出典：経済産業省調べ（2021.9.5 時点） https://www.meti.go.jp/covid-19/mask.html 

図 32 アルコール消毒液の国内生産量の推移 
 

表 17 発生源品目別の VOC 排出量（令和元年度、上位 10 発生源品目） 

コード 発生源品目 VOC 排出量（t/年） 

311 塗料 230,239 

ex01 民生品の使用 125,994 

201 燃料(蒸発ガス) 127,381 

101 化学品 49,909 

313 接着剤 40,961 

331 工業用洗浄剤 37,648 

312 印刷インキ 34,556 

334 製造機器類洗浄用シンナー 25,241 

332 ドライクリーニング溶剤 19,300 

102 食料品等(発酵) 18,210 
 

2020 年度計：6,768 万 L 

※図の数値を合算 
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一方、消毒剤の輸入数量は、2020 年度（令和 2 年度）に急増していることから、海外製のアルコー

ル系消毒剤（海外で消毒剤として製造された製品）も多く使用されていると推察される（図 34。ただ

し、アルコール協会によると、貿易統計の「消毒剤」には様々な製品が含まれており（注）、他に適し

た統計等も存在しないことから、アルコール系消毒剤の正確な輸入数量を把握することは困難であ

るとのことであった。なお、消毒剤の輸出数量は輸入数量に対して 2 桁ほど少ないが、2019 年度に

大幅に増加している（図 35）。 

 

（注） 貿易統計による「消毒剤」に該当する製品・・・消毒剤は、通常、無生物体上にある好ましくないバクテ

リア、ウイルスその他の微生物を死滅又は不可逆的に不活性化させる薬剤である。消毒剤は、例えば、

病院では壁等の掃除又は器具の殺菌に使用する。これらは、また農業では種子の消毒に使用したり、

好ましくない微生物を抑制するために飼料の製造に使用する。これらには、殺菌剤（sanitisers）、制菌

剤（bacteriostats）及び滅菌剤（steriliser）を含む。この項には、また軟体動物を駆除する物品（軟体動

物駆除剤）、線虫を駆除する物品（殺線虫剤）、ねずみを駆除する物品（殺鼠（そ）剤）、鳥類を駆除す

る物品（害鳥駆除剤）及 びそ の他の害虫等を 駆除 する物品（例えば、ヤ ツメ ウナギ駆除剤

（lampreyciders）、寄生虫駆除剤（predacides））を含む。 

出典（2021.1.23 時点）：https://www.customs.go.jp/tariff/kaisetu/data/38r.pdf 

 

＜消毒剤の輸出入数量に係るヒアリング結果（アルコール協会）＞ 

 貿易統計の消毒剤（HS コード：380894000）は、アルコール以外の消毒剤も含まれる。消毒

剤のうち、アルコール製品が占める割合は不明であり、把握する方法もないだろう。 

 「薬事工業生産動態統計調査」（厚生労働省）においても「医薬部外品（外皮消毒剤）」とし

て輸入額を把握可能だが、「金額ベース」であり、アルコール以外の消毒剤も含まれる（図 

33）。 

→医薬部外品「914：外皮消毒剤」 

  ・塩素酸塩製剤、ヨウ素化合物、過酸化物製剤、アルコール製剤、石鹸類製剤、 

配合剤 等 

 

貿易統計による「消毒剤」の輸入数量に基づき、輸入した量全てを年度内に使用、全て大気中に

排出、エタノール濃度 75％、「消毒剤」が全てアルコール系消毒剤であると仮定した場合の排出量

は以下のとおり。 

令和 2 年度： 116,127 t × 0.75 × 0.5 ＝  87,095 t  

令和元年度：  19,908 t × 0.75 × 0.5 ＝  14,931 t  

 

＜検討事項＞ 

 輸入数量の正確な数値は得られないが、概算でインベントリに含めるべきか。 

 インベントリに含める場合、どのように数値を算出すべきか（上記で問題ないか）。また、注

意書き（推計精度に課題がある旨）等を記載すべきか。 

 その他、適した統計や推計方法は無いか。 
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出典：「薬事工業生産動態統計調査月報統計表」を基に、アルコール協会作成（ヒアリング時提供資料）。 

図 33 医薬部外品（外皮消毒剤）輸入額の推移 

 

 

 
出典：財務省貿易統計を基に作成。 

図 34 消毒剤の輸入数量の推移 
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出典：財務省貿易統計を基に作成。 

図 35 消毒剤の輸出数量の推移 
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（ウ） VOC 排出インベントリへの計上 

VOC 排出インベントリにおけるアルコール消毒剤の定義（案）を表 18 に示す。 

アルコール消毒剤は、業界団体による自主的取組と直接関係しないため、計上するインベントリは

[拡張]揮発性有機化合物（VOC）排出インベントリとした。 

過年度の排出量について、アルコール消毒剤の国内生産量（経済産業省調べ）は、令和元年度

及び令和 2 年度に限られるため、平成 30 年度以前は令和元年度の数値を基に年次補正する必要

がある。事業法アルコールの用途需要数量は図 36 に示すとおりであるが、アルコール協会によると、

このうち「アルコール系消毒剤」が含まれる用途分類は、「医薬品等」、「化粧品、石けん等」、「家庭

用化学製品等」と推察されるため、これらの合計値を用いて年次補正することが考えられる（図 37）。 

 

表 18 発生源「アルコール消毒剤」（案） 

項  目 内   容 

① インベントリ [拡張]揮発性有機化合物（VOC）排出インベントリ 

② 発生源名 アルコール消毒剤 

【検討事項】主に手指用のアルコール消毒剤だが、名称に含め

るべきか（例えば、「手指用アルコール消毒剤」、「アルコール消

毒剤（手指用）」等） 

③ 業種 案① 90：その他の事業サービス業 

案② 98：特定できない業種 

【検討事項】上記 2 案が想定されるが、その他の業種も含めてど

の業種に割り当てるべきか 

④ 物質 物質コード：41-02-01 エチルアルコール 

【検討事項】全て「エチルアルコール」で良いか 

⑤ 都道府県への配分方法 都道府県の人口に応じて配分 

【検討事項】人口で良いか、商業施設数等の産業関連の数値

の方が適切か 

⑥ 推計対象年度 H12、H17～R2 

【検討事項】国内生産量のデータが得られているのは R1、R2 年

度になるが、それ以前も推計すべきか。H12、H17-H30 以前を

推計する場合、どのように算出すべきか。（例えば、R1 国内生

産量を基準として工業用アルコールの生産数量・輸入数量、消

費量で年次補正） 
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出典：一般社団法人 アルコール協会 調べ 

図 36 事業法アルコールの用途別需要数量 

 

 

 
出典：一般社団法人 アルコール協会による統計データを基に作成。 

図 37 事業法アルコールの用途別需要数量（アルコール消毒剤が含まれる用途分類を抜粋） 
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出典：経済産業省製造産業局アルコール室「アルコール事業法の理解を深める」平成 26 年 3 月。 

図 38 工業用アルコールの分類 

 

 

  



58 

 

表 19 （参考）VOC 排出インベントリの業種コードと PRTR における業種コードとの対応表 

VOC インベントリの業種コードと業種 PRTR における業種コードと業種 

01 農業 PRTR では対応なし 

04 水産養殖業 PRTR では対応なし 

05 鉱業 
0500 金属鉱業 

0700 原油・天然ガス鉱業 

06A 土木工事業 PRTR では対応なし 

06B 建築工事業 PRTR では対応なし 

06C 舗装工事業 PRTR では対応なし 

09 食料品製造業 1200 食料品製造業 

10 飲料・たばこ・飼料製造業 1300 飲料・たばこ・飼料製造業 

11 繊維工業（衣類、その他の繊維製品を除く） 1400 繊維工業 

12 衣服・その他の繊維製品製造業 1500 衣服・その他の繊維製品製造業 

13 木材・木製品製造業（家具を除く） 1600 木材・木製品製造業（家具を除く） 

14 家具・装備品製造業 1700 家具・装備品製造業 

15 パルプ・紙・紙加工品製造業 1800 パルプ・紙・紙加工品製造業 

16 印刷・同関連業 1900 出版・印刷・同関連産業 

17 化学工業 2000 化学工業 

18 石油製品・石炭製品製造業 2100 石油製品・石炭製品製造業 

19 プラスチック製品製造業 2200 プラスチック製品製造業 

20 ゴム製品製造業 2300 ゴム製品製造業 

21 なめし革・同製品・毛皮製造業 2400 なめし革・同製品・毛皮製造業 

22 窯業・土石製品製造業 2500 窯業・土石製品製造業 

23 鉄鋼業 2600 鉄鋼業 

24 非鉄金属製造業 2700 非鉄金属製造業 

25 金属製品製造業 2800 金属製品製造業 

26 一般機械器具製造業 2900 一般機械器具製造業 

27 

28 

29 

電気機械器具製造業 

情報通信機械器具製造業 

電子部品・デバイス製造業 

3000 電気機械器具製造業 

30 輸送用機械器具製造業 3100 輸送用機械器具製造業 

31 精密機械器具製造業 
3200 以下以外の精密機械器具製造業 

3230 医療用機械器具・医療用品製造 

32 その他の製造業 3400 その他の製造業 

33 電気業 3500 電気業 

34 ガス業 3600 ガス業 

47 倉庫業 4400 倉庫業 

603 燃料小売業 5930 燃料小売業 

76 学校教育 9140 高等研究機関 

81 学術・開発研究機関 9210 自然科学研究所（※民間企業分は除く） 

821 洗濯業 7210 洗濯業 

85 産業廃棄物処分業 8722 産業廃棄物処分業 

86 自動車整備業 7700 自動車整備業 

87 機械修理業 7810 機械修理業 

90 その他の事業サービス業 PRTR では対応なし 

98 特定できない業種 PRTR では対応なし 

99 家庭 PRTR では対応なし 
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（参考） 消毒剤使用による大気中のエタノール濃度の変化 

池田と青柳は、第 61 回大気環境学会年会において、神奈川県内の事業所の食堂入口ドア前に

設置されたエタノール消毒液を使用した際の大気中の濃度を測定した結果を報告している（表 20）。

主な結果を以下に示す。 

 

 気体検知管法により気中ガス濃度の測定を行った。 

 対照実験としてエタノール消毒液を霧吹きで 5 回噴霧した際の霧中濃度を求めたところ、

280～300 ppm だった。 

 窓が閉まっていた時間帯には 2 名の消毒行為の後、100 ppm となった。 

 霧吹き器の下方に溜まった液滴近傍の濃度は 190 ppm と高濃度だった。 

 多人数の手指消毒後に窓が閉められるような場合には、床面や置台の上面に落下した液滴

の揮発により徐々に気中濃度が上昇する可能性が考えられる。 

 アセトアルデヒドはいずれの測定でも検出されなかった。季節による窓の開閉や気温の違い

があるため、引き続きの調査が必要である。 

 

 

表 20 神奈川県内の事業所の食堂入口前における消毒前後の気中エタノール濃度 

 
出典：池田と青柳、職場の共有スペースにおける手指消毒による気中エタノール濃度の変化、第 61 回大気環境学会年会 

講演要旨集、B2-03。 
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3  今後の課題 

検討の結果、以下の項目は今後の課題とされたため、引き続き検討する。 

 

＜VOC 排出インベントリの推計精度向上＞ 

 「燃料（蒸発ガス）」の推計方法について 

 e→AS は給油所ごとに認定される制度であり、数値は StageⅡに対応した計量機の台数

ではない。国の補助を受けて StageⅡ対応型の計量機を導入する場合は台数の上限が

あるため、給油所によって導入率は様々である。給油所にそのまま係数をかけるだけで

は、正確な数値が算出できないだろう。 

 車両の年式による補正について、登録されている車の台数ではなく、実際の走行状況を

反映した推計を実施すべき。 

 PM2.5EI は 5 年間隔で調査している。ガソリン車の年式別もできなくはない。 

 「原油基地・製油所・油槽所における燃料の貯蔵・出荷」の推計方法について 

 VOC 成分の情報が無いため、ガソリン蒸気と同じ配分率を使用している。このあたりの情

報は得られないか。 

 

＜推計対象とする発生の拡充＞ 

 「燃料の燃焼」を追加すべき。「燃料の燃焼」は東京都インベントリでも計上しており、今後、大

防法の改正により燃焼機器のデータが、従来よりも多く取得できるようになると予想される。 

 PM2.5 等大気汚染物質排出インベントリの「燃料の燃焼」は、固定発生源の燃焼起源の VOC

として計上している。VOC の排出係数は 90 年代の古いデータを使用しているため、精度に

課題がある。家庭等で使用される小型燃焼源は海外の排出係数を使用している。 

 発生源や物質ごとに適切な推計方法や誤差要因等を整理すべき。PM2.5 等大気汚染物質

排出インベントリでそのような整理が行われているのであれば、参考にして追加する発生源等

の優先順位等を考えるべき。 

 「民生品の使用」において推計対象としている製品を精査すべき（家庭用と業務用の割合

等）。 

 

＜インベントリの精緻化に向けた解析＞ 

 VOC 成分自動測定データの解析について 

 VOC 排出インベントリとの関連性が十分に解析できていない。 

 植物起源の VOC は一つのグループにまとめて解析すべき。 

 OH ラジカルとの反応性は、個々の物質によって相当差があるため、反応性の高い／低

いでチャートを作るべき。 

 東京オリンピック・パラリンピックの関係で建築ラッシュが続いていたため、屋外塗装の影

響を検証してはどうか。 

 長期間のトレンドから削減効果を確認してはどうか。 

 測定物質ごとに寄与する発生源を整理すべき。加えて、反応性を考慮して個々の物質
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の変化を示すことで、発生源の変動等が見える可能性がある。 

 測定地点が非常に限られているため、測定地点周辺のケーススタディのようなものになる

のではないか。その場合、インベントリの地域配分の検証になるかもしれない。 

 NMHC と Ox の関連性は本 WG に限らず、より大きな枠組みの中で考えるべき。Ox がどこか

で VOC の影響を受けているという観測結果があると良い。 

 インベントリの検証について、成分別の排出量は組成情報の信頼性が高いケースと低いケー

スがあるので、そういう意味での検証は重要である。 

 インベントリの目的からすると、合計排出量の大きな変化を優先すべき。成分別排出量につ

いては、反応性や蒸気圧等の観点から大きな変化があるものを優先する等、方向性を整理

すべき。 

 PRTR が必ずしも正しいとは限らないため、無理に合わせない方が良い場合もある。PRTR に

合わせるように見直すというような、数字合わせにならないような形で実施すべき。特定の業

種だけ比較しても、VOC 排出インベントリの推計は各業種への割り当ての問題がある。例え

ば、トルエンだけ合っているから良いということではない。業種配分の考え方の見直しになる

かもしれない。 

 PRTR との比較等、国のインベントリとしての整合性という観点と、相互検証という観点の両方

あるため、比較先とすり合わせを行うべき。 

 地域配分の妥当性について、具体的な検証方法を検討すべき。 

 

＜新型コロナウイルス感染拡大による補正の検討＞ 

 ウエットティッシュについて、「消毒用」と「除菌用」でアルコールの含有率が異なる可能性があ

るので、業界団体等に確認すべき。 

 消毒用と除菌用のウエットティッシュにアルコールが含まれているということだが、消毒用アル

コールの一部がウエットティッシュの製造に使用されていないか確認すべき。 

 消毒剤は成分にイソプロパノール等が含まれる製品もあるため確認すべき。 

 アルコール消毒剤の輸入量は現時点では使用できない。消毒剤の輸入額が毎月 5 億円程

度、輸入量が11万トン程度ある。貿易統計や薬事統計の単価や小売業等への調査等から検

討を進めてはどうか。 
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参考資料 1 

 

推計対象とする発生源の拡充に係る検討内容 
 

１． 目的 

国内の主要なVOC発生源を可能な限り網羅したインベントリを構築することによって、VOC排出

削減による光化学オキシダント（Ox）及び微小粒子状物質（PM2.5）の濃度低減効果の定量的な予

測精度を向上させることを目的とする。 

 

２． 検討の経緯 

VOC排出インベントリの作成は、これまで大気汚染防止法に基づくVOC排出抑制の取り組みの

一環として行われており、VOC の排出量が大きいこと、信頼性の高いデータが得られること、自主

的取組の対象となること等の条件を満たす、固定発生源を主な推計対象としてきた。 

一方、VOC は光化学オキシダント（Ox）や微小粒子状物質（PM2.5）の原因物質の一つとされて

いるが、大陸からの越境汚染や植物起源 VOC の影響等の新たな課題があり、未だその発生源寄

与の解明が不十分であることから、平成 24 年 12 月の中央環境審議会の答申では、排出インベント

リの精緻化等を通じて Ox に関する現象解明を十分進めた上で、今後必要な対策等を検討するこ

ととされている。 

過年度の揮発性有機化合物（VOC）排出インベントリ検討会（以下、「検討会」という。）において

も、VOC 排出インベントリで可能な限り VOC の発生量を把握すべきとの議論があったことから、平

成 29 年度のインベントリ検討 WG において発生源見直しの可能性や方針等を議論するとともに、

新たに[拡張]揮発性有機化合物（VOC）排出インベントリを構築して「民生品の使用」に係る排出量

の推計を開始した。 

 

３． VOC 排出インベントリにおける発生源の考え方 

VOC 排出インベントリにおいて推計対象とする発生源の考え方は、平成 18 年度までの検討会

において議論された考え方に基づいている。以下に概要を示す。 

 

（１） 推計対象とする発生源の判断方法 

VOC 排出インベントリでは、平成 18 年度に主な発生源のみを対象とした初期のインベントリを構

築した後、平成19年度に大幅な見直しを実施して発生源を追加した（平成19年度以降のインベン

トリを「改訂インベントリ」という）。なお、平成 19 年度の見直し以降は、基本的に同じ発生源を対象

として推計結果を報告している。 

平成 19 年度の見直しでは、初期のインベントリにおいて対象とした発生源をベースに図 39 に

示す方法により発生源を設定しており、①排出量が大きい可能性を示す情報があること、②信頼性

のある情報が得られること、③自主的取組等の対象となり得ることを満たす発生源が推計対象とさ

れる。 
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出典：揮発性有機化合物排出インベントリについて（報告書 参考資料）、平成 19 年 3 月、環境省。 

注：「既存インベントリ」は平成 18 年度までのインベントリ、「改訂インベントリ」は平成 19 年度以降のインベ

ントリをいう。平成 18 年度以前の排出量は改訂インベントリの推計方法により遡及修正されている。 

図 39 発生源品目の追加に係る判断フロー 
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① 排出量が大きい可能性を示す情報について 

平成 19 年度の見直しにおいて、排出量を把握する際に活用した情報源を以下に示す。 

ア  諸外国における VOC 排出インベントリ （米国、カナダ、メキシコ、欧州） 

イ  化管法に基づく PRTR データ （PRTR 届出外排出量） 

ウ  業界の製品情報 （有機溶剤の製品案内など） 

エ  自主行動計画 

 

 

② 推計に使用する情報の信頼性について 

以下の条件をすべて満たす（又は同等の情報が得られる）場合に限り、「信頼できる情報が得ら

れる」ものとみなすこととされた。 

ア  全国出荷量等の活動量データが把握できること 

イ  当該発生源に係る上記①の捕捉率が著しく低くないこと 

ウ  大気への排出率（又は排出係数）が合理的な方法で得られていること 

エ  主要な VOC 成分について定量的に把握できること 

 

また、VOC 排出量の年次変化を把握するためには、情報が定期的に更新されることが必要であ

るが、著しい変化がないと見込まれる場合は、定期的なデータ更新を必須条件とはしないこととさ

れている。 

 

 

③ 自主的取組等について 

インベントリの発生源として追加する場合、固定発生源における VOC 排出抑制対策として「事業

者の自主的取組」や「国民の努力」の対象となり得ることも条件とされ、以下のような発生源は推計

対象から除外された。 

ア  移動発生源（自動車、船舶等） 

イ  その他、法令による規制等で既に十分な管理がされているもの 

ウ  自然発生源（植物等） 

エ  その他、人為的な管理が困難なもの 

オ  その他、自主的取組等に適さないことが明らかなもの 
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（２） 判断結果（推計対象とした発生源） 

VOC 排出インベントリでは、前記した考え方（判断方法）に基づき、排出段階に応じて「1 製造」、

「2 貯蔵・出荷」、「3 使用(溶剤)」、「4 使用（溶剤以外）」に大別される 31 の発生源（発生源品目）

を「揮発性有機化合物（VOC）排出インベントリ」の推計対象として、年度ごとの排出量を推計して

いる（表 21）。 

一方、検討の結果、対象外とされた発生源、及びその理由は表 22 に示すとおりであるが、この

うち、製品使用（※「用途不明な溶剤 等」を除く）に関しては、[拡張]揮発性有機化合物（VOC）排

出インベントリの「民生品の使用」として排出量の推計を行っている。 

 

表 21 推計対象発生源（令和元年度排出量推計） 

大分類 

（排出段階） 

中分類 

（使用目的） 

小分類 

（発生源品目注） 

1 製造   

101 化学品 

102 食料品等（発酵） 

103 コークス 

104 天然ガス 

2 貯蔵・出荷   
201 燃料（蒸発ガス） 

203 原油（蒸発ガス） 

3 使用(溶剤) 

31 溶剤（調合品）の使用 

311 塗料 

312 印刷インキ 

313 接着剤 

314 粘着剤・剥離剤 

315 ラミネート用接着剤 

316 農薬・殺虫剤等（補助剤） 

317 漁網防汚剤 

32 溶剤（非調合品）の使用 

322 ゴム溶剤 

323 コンバーティング溶剤 

324 コーティング溶剤 

325 合成皮革溶剤 

326 アスファルト 

327 光沢加工剤 

328 マーキング剤 

33 洗浄・除去 

331 工業用洗浄剤 

332 ドライクリーニング溶剤 

333 塗膜剥離剤（リムーバー） 

334 製造機器類洗浄用シンナー 

335 表面処理剤（フラックス等） 

34 その他 341 試薬 

4 使用（溶剤以外） 

41 原料使用 411 原油（精製時の蒸発） 

42 製品使用 

421 プラスチック発泡剤 

422 滅菌・殺菌・消毒剤 

423 くん蒸剤 

424 湿し水 
  



参考－5 

 

表 22 過年度の検討会において推計対象としなかった発生源とその理由 

発  生  源 

対象としない理由 

情報の

不足 

自主的取組等に適さない 

ア イ ウ エ オ 

製品使用 不凍液 ○      

家庭用製品（ワックス、芳香剤 等） ○      

防虫剤・消臭剤      ○ 

エアゾール噴射剤      ○ 

香料      ○ 

用途不明な溶剤 等 ○      

移動発生源 自動車  ○     

二輪車  ○     

特殊自動車（建設機械 等）  ○     

船舶（貨物船、漁船 等）  ○     

鉄道車両  ○     

航空機  ○     

自動車 等（燃料蒸発ガス；給油後）  ○     

自然発生源 等 動植物（野生）    ○   

農業（畜産）     ○  

廃棄物関連 廃棄物（焼却処理）   ○    

廃棄物（埋立処分場） ○      

廃棄物（野焼き）   ○    

下水処理 ○      

その他の燃焼 燃料の燃焼   ○    

農業・建設業の燃焼（焼き畑 等） ○     ○ 

山焼き（管理された燃焼） ○     ○ 

森林火災 ○    ○  

建築物の火災 ○    ○  

事故・災害 等 ○    ○  

その他の 

非意図的生成 

パルプ製造   ○    

浄水等の塩素処理   ○    

出典：揮発性有機化合物（VOC）排出インベントリ（平成 20 年度排出量）、平成 22 年 3 月、環境省。 

注１：本表の発生源は、「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」に基づく届

出外排出量や、諸外国の VOC 排出インベントリにおいて相当量の排出があった発生源等を示している。ただし、

我が国に存在していないオイルサンドについては示していない。 

注２：「自主的取組等に適さない」の欄の記号の意味は以下のとおり 

ア → 移動発生源に該当するため 

イ → その他、他法令による規制等で既に十分な管理がされているため 

ウ → 自然発生源に該当するため 

エ → その他、人為的な管理が困難であるため 

オ → その他、自主的取組に適さないことが明らかであるため  
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表 23 過年度に参考値として報告していた発生源 

 
 

出典：揮発性有機化合物（VOC）排出インベントリ（平成 20 年度排出量）、平成 22 年 3 月、環境省。 
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４． 過年度の検討結果 

（１） 発生源拡充に係る考え方の整理 

① ＶＯＣ排出インベントリの役割について 

今後の VOC 排出インベントリの役割について、従来の目的である「VOC 排出抑制の進捗管

理」に加え、以下の２項目の役割を持たせることが適当であるとされた。 

 

ア） より効果的なオキシダント対策を検討するための基礎資料  

モデルに活用しやすいようにインベントリを精緻化するとともに、物質ごとのオキシダント生成

能（MIR）を考慮した評価を実施し、対策の対象とする発生源の絞り込みや効果的な施策展開

等を検討するための基礎資料を整理すること。 

 

イ） PM2.5 等大気汚染物質排出インベントリの精度向上  

PM2.5 等大気汚染物質排出インベントリは、VOC 排出インベントリのデータを活用しているた

め、VOC 排出インベントリの精緻化を通じて、PM2.5 等大気汚染物質排出インベントリの精度向

上に向けた基礎資料を整理すること。 

 

 

② 発生源の扱い（分類）について 

今後 VOC 排出インベントリにおける発生源を追加する場合、追加した発生源を現在の VOC

排出インベントリに含めてしまうと、これまでの各業界における対策の効果や進捗状況が把握し

づらくなる可能性がある。 

そのため、インベントリ検討 WG では、「① VOC 排出インベントリの役割について」に示した

追加の役割を踏まえつつ、インベントリの分割も含めた発生源の扱い（分類）に関する考え方を

整理した。 

 

＜今後の VOC 排出インベントリにおける発生源の扱い＞ 

ア） 従来のインベントリ（VOC 排出抑制対策を評価するインベントリ）は継続して作成するこ

とにより、これまでと同様に VOC 排出抑制対策の評価を行う。 

⇒【VOC 排出抑制策の進捗把握のための】揮発性有機化合物（VOC）排出インベントリ 

 

イ） より効果的なオキシダント対策を検討することや、PM2.5 等大気汚染物質排出インベン

トリの精度向上のためのインベントリを作成する。 

⇒【Ox,PM2.5 対策のための】［拡張］揮発性有機化合物（VOC）排出インベントリ 
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③ 発生源の追加に係る考え方等について 

今後、検討を実施した発生源を VOC 排出インベントリに追加するかどうかの考え方を整理す

るため、「発生源の追加に係る判断フロー」を作成した。 

 

 
 
注： 他のインベントリとしては、PM2.5 等大気質インベントリ（環境省）、温室効果ガスインベントリ（環境省）、PRTR（環境

省）、東京都インベントリ、諸外国におけるインベントリ、自主行動計画等が想定される。 

 

図 40 発生源の追加に係る判断フロー 

 

また、過年度の判断において、「自主的取組に適さない」として推計から除外した発生源の取り

扱いについては、他のインベントリにおける動向等を踏まえつつ、以下の方針で進めることとされ

た。 

 

 「イ その他、他法令による規制等で既に十分な管理がされているため」としている項目のう

ち、PM2.5 インベントリから組み入れることが可能な発生源品目については、PM2.5 インベ

ントリにおける推計方法を精査したうえで、「[拡張]VOC 排出インベントリ」に追加する。 

 

 「オ その他自主的取組に適さないことが明らかであるため」としている項目のうち、現象解

明とともに今後の対策に役立つ可能性のある製品等について、追加を検討する。 
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（２） 民生品の使用 

「令和元年度揮発性有機化合物（VOC）排出インベントリ検討会」における議論の結果、「民生

品の使用」に係る排出量を新たに推計対象とすることとされた。推計結果は、前記した判断フロー

に基づき、 [拡張]揮発性有機化合物（VOC）排出インベントリとして公表している（表 24、図 41）。 

 

 

表 24 VOC 排出インベントリにおける民生品の定義、扱い等 

項 目 内容 

① 発生源名称 民生品の使用 

② 推計対象範囲 日用雑貨、医薬品、化粧品、文具、車両用品、包装・保管容器、エア

ゾール噴射剤、塗料・接着剤（家庭用）、農薬・殺虫剤（家庭用）、た

ばこの使用・消費により排出される VOC を推計対象とする。 

③ 業種 全て「家庭」（業種コード：99）とする。 

④ 都道府県配分 製品ごとに設定する。 

⑤ 年次更新 毎年度更新することを基本とするが、基礎データの更新が困難な場

合は不定期（データが得られたときに更新）とする 

⑥ 排出量の扱い [拡張]揮発性有機化合物（VOC）排出インベントリとする。推計対象

年度は、他の発生源品目と同様に平成12 年度、平成17年度～令和

元年度とする。 

 

 
図 41 「民生品の使用」に係る製品別・排出量の推移 
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５． 検討方針 

「平成 30 年度揮発性有機化合物（VOC）排出インベントリ検討会」において、以下に示す国内外

のインベントリを比較し、主要な VOC 発生源を整理した。各インベントリにおける排出量の比較結

果の例を表 25 に示す。 

① PM2.5 等大気汚染物質排出インベントリ、 ② 東京都インベントリ、 

③ PRTR 届出外排出量、 ④ EMEP/EEA air pollutant emission inventory guidebook 

 

＜対応方針＞ 

・過去に「自主的取組に適さない」等の理由により推計対象外とした発生源 

→非意図的生成、自然発生源 

・PM2.5 等大気汚染物質排出インベントリにおいて推計対象としている発生源（引用） 

→自然発生源、移動体、廃棄物焼却、調理、燃料の燃焼   等 

→利用可能な年度が限られるため、古い年度の排出量は遡及方法を検討する。 

・海外の文献等で影響が大きいとされる発生源 

→調理、アスファルト 

・新型コロナウイルス感染拡大により需要が増加した発生源 ※議題５ 

→マスク、消毒剤 

発生源の拡充と合わせて推計対象とする VOC の範囲（対象物質）についても検討する。 

 

＜過去の検討会、WG における主な指摘事項＞ 

 VOC インベントリにおける廃棄物処理業、電気業、ガス業、倉庫業などの排出量が、PRTR

の大気排出量よりも少ないことには違和感がある。 

 既存の排出量推計方法とデータから試算した結果によると、家畜からの VOC 排出が量とし

ては多いため検討の余地がある。 

 海外の論文を参考にしてはどうか。 

 Volatile chemical products emerging as largest petrochemical source of urban organic emissions, 

B.C.McDonald et al., Science  16 Feb 2018:Vol. 359, Issue 6377, pp.760-764. 

 海外ではアスファルトからの VOC 排出量が多いという論文がある。 

 Asphalt-related emissions are a major missing nontraditional source of secondary organic aerosol 

precursors, k.Peeyush et al., Science Advances 02 Sep 2020:Vol. 6, no.36. 

 大気中のプロパン濃度が高く、現状の排出インベントリでは説明できない。原因として家庭な

どで使用されているプロパンガスの漏洩等がある。 

 調理で VOC が排出されることを指摘した論文があるため検討すべき。 

 基本的に、PM2.5 排出インベントリと棲み分けができればよく、重複する発生源について、改

めて排出量を推計したりする必要は無く、他のインベントリを参照する形で良い。 

 自然起源を優先的に検討すべき。 

 自然起源の排出量は多いが、不確実性や研究的な側面が大きく、VOC インベントリにはそ

ぐわない。 
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注 1：VOC 排出インベントリにおける対象発生源を赤枠、PM2.5 等大気汚染物質排出インベントリの対象を青枠で示した。 

注 2：青枠で示した PM2.5 等大気汚染物質排出インベントリにおける対象範囲について、自然発生源（火山）、その他（人

体（発汗、呼吸）、ペット、調理、生活排水処理）については、VOC の排出量が計上されていない。 

図 42 国内の主要な VOC 発生源 
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人体（発汗、呼吸）、ペット、調理、生活排水処理、事故・火災、野外焼却、災害

溶剤（調合品）
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ラミネート用接着剤、農薬・殺虫剤等（補助剤）、
漁網防汚剤

移動体
自動車、二輪車、航空機、鉄道、特殊自動車、 船舶

自然発生源

火山、 植物、土壌、野生動物

非意図的生成
パルプ製造、浄水等の塩素処理

農業等
肥料施肥、畜産、農業残渣の焼却

燃料の貯蔵・出荷

燃料(蒸発ガス)、原油(蒸
発ガス)、石油貯蔵・出荷

溶剤（非調合品）
ゴム溶剤、コンバーティング溶剤、

コーティング溶剤、合成皮革溶剤、アスファルト、
光沢加工剤、マーキング剤

溶剤（洗浄・除去）
工業用洗浄剤、ドライクリーニング溶剤、
塗膜剥離剤、製造機器類洗浄用シンナー

表面処理剤（フラックス等）

民生品

日用雑貨、エアゾール、医薬品、化粧品、文房具、車両用品、包装容器

化学品、食料品等（発酵）
溶剤以外

原油（精製時の蒸発）、プラスチック発泡剤、滅
菌・殺菌・消毒剤、くん蒸剤、湿し水

製品等の使用エネルギー

燃料等の製造
天然ガス、コークス

廃棄物焼却

埋立処分

下水処理

廃棄物処理

Ｖ
Ｏ
Ｃ
排
出
イ
ン
ベ
ン
ト
リ

業務使用 家庭使用(民生)
Ｐ
Ｍ
２
・
５
等
大
気
汚
染
物
質
イ
ン
ベ
ン
ト
リ

[

拡
張]



参考－12 

表 25 国内における主な VOC 発生源（詳細）（１/5）（t/年） 

大分類 中分類 小分類 
VOC インベント

リ（H27、全国） 

PM2.5 インベ

ントリ(H27、全

国) 

東京都イン

ベントリ

（H27、都内) 

PRTR 届出

外（H27、全

国 VOC） 

人為・ 

固定 

燃料の燃焼 エネルギー供給 電気   

※情報の不足、

自主的取組に

適さない「イ」 

8,564 

518 

 

地域熱供給   100 

都市ガス製造   143 

産業 農林業、水産業、鉱業、建設業、鉄鋼業、製造業 9,181 

民生 家庭（都市ガス、LPG 等） 11,862 419 

業務 5,320 235 

廃棄物関連 廃棄物処理施設 一般廃棄物処理施設 ※情報の不足、

自主的取組に

適さない「イ」 

18 
 

産業廃棄物処理施設 1,477 

小型焼却炉 小型焼却炉（法対象）  1,090 
29 

小型焼却炉（法対象未満） 11 

下水処理 ※情報の不足  81 1,545 

農業等 野外焼却 作物残渣の焼却 ※情報の不足、

自主的取組に

適さない「イ」 

14,816 2 

 農業・建設業の燃焼 ※情報の不足、

自主的取組に

適さない「オ」 

  
山焼き 

畜産、肥料施肥 畜産(堆肥由来の施肥含む) ※自主的取組

に適さない「エ」 
  

化学肥料施肥 

注：「自主的取組等に適さない」 について、ア ：移動発生源に該当するため、 イ ：その他、他法令による規制等で既に十分な管理がされているため、 

ウ ：自然発生源に該当するため、 エ ：その他、人為的な管理が困難であるため、 オ ：その他、自主的取組に適さないことが明らかであるため  
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表 25 国内における主な VOC 発生源（詳細）（2/5）（t/年） 

大分類 中分類 小分類 
VOC インベント

リ（H27、全国） 

PM2.5 インベ

ントリ(H27、全

国) 

東京都イン

ベントリ

（H27、都内) 

PRTR 届出

外（H27、全

国 VOC） 

人為・ 

固定 

生活 人の発汗、呼吸、非水洗排水処理、ペット犬、調理     

民生品の使用 

日用雑貨  

「民生品の使

用」として、平成

30 年度より[拡

張]揮発性有機

化合物（VOC）

排出インベントリ

に計上 

防虫剤：

8,639  
2,187 

中和剤：

1,978 

防虫剤・消

臭剤：8,489 

医薬品   787  

化粧品   2,485  

DIY 用品   1  

ペット用品   ※データ不足  

文具・事務用品・情報文具  169  

車両用品    1,066  

包装・保管容器    372  

エアゾール噴射剤 29,488 3,408  

喫煙（たばこの煙） 1,936 234 760 

香料 
※自主的取組

に適さない「オ」 
   

不凍液 データ不足    

塗料（家庭用） ※VOC インベントリの重複を分割 8,310  
1,020 

 

接着剤（家庭用） ※VOC インベントリの重複を分割 176   

農薬・殺虫剤（家庭用） ※VOC インベントリの重複を分割 42   42 

注：「自主的取組等に適さない」 について、ア ：移動発生源に該当するため、 イ ：その他、他法令による規制等で既に十分な管理がされているため、 

ウ ：自然発生源に該当するため、 エ ：その他、人為的な管理が困難であるため、 オ ：その他、自主的取組に適さないことが明らかであるため  
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表 25 国内における主な VOC 発生源（詳細）（3/5）（t/年） 

大分類 中分類 小分類 
VOC インベント

リ（H27、全国） 

PM2.5 インベ

ントリ(H27、全

国) 

東京都イン

ベントリ

（H27、都内) 

PRTR 届出

外（H27、全

国 VOC） 

人為・ 

固定 

固定蒸発

VOC 

製造 化学品製造等 44,355 41,423 229 

 

食料品等（発酵） 19,102 19,100  

コークス 120   

天然ガス 463 463  

都市ガス  0  

貯蔵・出荷 燃料（蒸発ガス） 138,555 137,771 9,707 

 原油（蒸発ガス） 414   

石油貯蔵・出荷設備  37,260  

使用（溶剤） 溶剤（調合品）の 

使用 

塗料 261,883 270,072 24,553 34,529 

印刷インキ 38,470 38,470 8,773  

接着剤 40,873 38,953 2,012 717 

粘着剤・剥離剤 9,593 9,593   

ラミネート用接着剤 8,161 6,032   

農薬・殺虫剤等（補助剤） 1,624 1,666  1,624 

漁網防汚剤 4,672 4,672  4,672 

溶剤（非調合品） 

の使用 

ゴム用溶剤 8,634 8,634 146  

コンバーティング溶剤 3,581 3,581   

コーティング溶剤 5,675 4,590   

合成皮革溶剤 1,156    

注：「自主的取組等に適さない」 について、ア ：移動発生源に該当するため、 イ ：その他、他法令による規制等で既に十分な管理がされているため、 

ウ ：自然発生源に該当するため、 エ ：その他、人為的な管理が困難であるため、 オ ：その他、自主的取組に適さないことが明らかであるため  
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表 25 国内における主な VOC 発生源（詳細）（4/5）（t/年） 

大分類 中分類 小分類 
VOC インベント

リ（H27、全国） 

PM2.5 インベ

ントリ(H27、全

国) 

東京都イン

ベントリ

（H27、都内) 

PRTR 届出

外（H27、全

国 VOC） 

人為・ 

固定 

固定蒸発

VOC 

使用（溶剤） 

（続き） 

溶剤（非調合品） 

の使用 

アスファルト溶剤 1,582 1,582 

  光沢加工剤 175  

マーキング剤 62  

洗浄・除去 

工業用洗浄剤 35,397 35,397 844  

ドライクリーニング 20,004 20,004 4,085  

塗膜剥離剤（リムーバー） 853 853   

製造機器類洗浄用シンナー 28,868 28,870   

表面処理剤(フラックス等) 620  844  

洗浄剤・化粧品等(中和剤）    60 

その他 試薬 925    

溶剤以外 原料使用 原油(精製時の蒸発) 67 65   
原油(潤滑油製造）  0 

製品使用 プラスチック発泡剤 890  

  滅菌・殺菌・消毒剤 95  

湿し水 1,431 1,431 

くん蒸剤 386 386 

非意図的 

生成 

パルプ製造 ※自主的取組

に適さない「イ」 
  

 

水道（浄水等の塩素処理） 60 

その他 
火災（森林、建築物等） ※情報の不足、

自主的取組に

適さない「エ」 

   
事故・災害等 

注：「自主的取組等に適さない」 について、ア ：移動発生源に該当するため、 イ ：その他、他法令による規制等で既に十分な管理がされているため、 

ウ ：自然発生源に該当するため、 エ ：その他、人為的な管理が困難であるため、 オ ：その他、自主的取組に適さないことが明らかであるため  
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表 25 国内における主な VOC 発生源（詳細）（5/５）（t/年） 

大分類 中分類 小分類 
VOC インベント

リ（H27、全国） 

PM2.5 インベ

ントリ(H27、全

国) 

東京都イン

ベントリ

（H27、都内) 

PRTR 届出

外（H27、全

国 VOC） 

人為・ 

移動 

航空機 

※自主的取組

に適さない「ア」 

3,097 600 40 

自動車 

走行時 

（テールパイプ、

RL） 

RL 

二輪車（始動時、走行時） 

LPG 車（始動時、走行時） 

ディーゼル車（始動時、走行時） 

ガソリン車（始動時、走行時） 

97,773 

5,540 

44,347 

(自動車＋

二輪車） 
走行時（巻上げ、タイヤ） 0 

駐車・停止時 
HSL 9,020 

DBL 20,402 

作業用機械 

（特殊自動車） 

建設機械 
※自主的取組

に適さない「ア」 

3,435 213 

3,633 産業機械 6,496 109 

農業機械 925 1 

船舶 
※自主的取組

に適さない「ア」 

19,983 155 3,754 

汎用エンジン    3,034 

鉄道車両    94 

自然 
植物 ※自主的取組

に適さない「ウ」 

2,127,827 9,979   

土壌、火山       

注：「自主的取組等に適さない」 について、ア ：移動発生源に該当するため、 イ ：その他、他法令による規制等で既に十分な管理がされているため、 

ウ ：自然発生源に該当するため、 エ ：その他、人為的な管理が困難であるため、 オ ：その他、自主的取組に適さないことが明らかであるため 
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参考資料２ 

 

環境中 VOC 濃度の解析結果 
 

１． 解析の目的 

 主要な VOC 成分を対象として、環境中濃度とインベントリの経年変化等を比較することによっ

て、取組の効果を把握すること。 

 国内の VOC 濃度に関する傾向や特徴を把握することによって、排出抑制対策の検討に資す

るための知見を得ること。 

 環境中の VOC 成分構成等からインベントリにおいて推計対象とすべき物質、未把握の発生

源の有無を推定すること。 

 

 

２． 解析方法 

２．１ 解析に使用したデータ 

（１） 測定地点 

環境省は平成 29 年 5 月以降、VOC 成分の測定機を全国５カ所に設置し、モニタリングを行って

いる。各測定地点の概要を表 26、地理分布を図 43に示す。測定は昼（14 時）と夜（2時）の２回、自

動で行われる。 

以下、宮城県の国設箟岳大気環境測定所を「箟岳」（ののだけ）、埼玉県環境科学国際センター

を「埼玉」、群馬県衛生環境研究所を「群馬」、東京都環境科学研究所を「東京」、長崎県対馬総合

センターを「対馬」という。 

「箟岳」は山間部、「埼玉」と「群馬」は郊外（農村部）、東京は都市に位置する。 

 

表 26 測定地点の概要 

 
出典：揮発性有機化合物（VOC）成分自動測定機データ取扱要領書（案）、環境省 水・大気環境局 大気環境課。 
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出典：揮発性有機化合物（VOC）成分自動測定機データ取扱要領書、環境省 水・大気環境局 大気環境課。 

図 43 測定地点の分布 

 

 

（２） 測定項目 

測定対象物質は、表 27 に示す 56 物質であり、異性体（o-キシレン／m-キシレン、3-エチルトル

エン/4-エチルトルエン）は合計値として報告される。 

 

表 27 測定項目（1/2） 

公表様式の成分名 IUPAC 名 

イソブタン 2-メチルプロパン 

ブタン ブタン 

1-ブテン 1-ブテン 

trans-2-ブテン trans-2-ブテン 

cis-2-ブテン cis-2-ブテン 

2-メチルブタン 2-メチルブタン 

1-ペンテン 1-ペンテン 

イソプレン 2-メチル-1,3-ブタジエン 

ペンタン ペンタン 

trans-2-ペンテン trans-2-ペンテン 

cis-2-ペンテン cis-2-ペンテン 

2,2-ジメチルブタン 2,2-ジメチルブタン 

シクロペンタン シクロペンタン 

2,3-ジメチルブタン 2,3-ジメチルブタン 

2-メチルペンタン 2-メチルペンタン 
出典：揮発性有機化合物（VOC）成分自動測定機データ取扱要領書、環境省 水・大気環境局 大気環境課。 
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表 27 測定項目（2/2） 

公表様式の成分名 IUPAC 名 

3-メチルペンタン 3-メチルペンタン 

2-メチル-1-ペンテン 2-メチル-1-ペンテン 

ヘキサン ヘキサン 

メチルシクロペンタン メチルシクロペンタン 

ベンゼン ベンゼン 

シクロヘキサン シクロヘキサン 

2-メチルヘキサン 2-メチルヘキサン 

2,4-ジメチルペンタン 2,4-ジメチルペンタン 

2,3-ジメチルペンタン 2,3-ジメチルペンタン 

3-メチルヘキサン 3-メチルヘキサン 

2,2,4-トリメチルペンタン 2,2,4-トリメチルペンタン 

ヘプタン ヘプタン 

メチルシクロヘキサン メチルシクロヘキサン 

2,3,4-トリメチルペンタン 2,3,4-トリメチルペンタン 

トルエン トルエン 

2-メチルヘプタン 2-メチルヘプタン 

3-メチルヘプタン 3-メチルヘプタン 

オクタン オクタン 

エチルベンゼン エチルベンゼン 

m-キシレン m-キシレン 

p-キシレン p-キシレン 

o-キシレン o-キシレン 

スチレン スチレン 

ノナン ノナン 

クメン クメン 

n-プロピルベンゼン プロピルベンゼン 

α-ピネン 2,6,6-トリメチルビシクロ[3.1.1]-2-ヘプテン 

β-ピネン 6,6-ジメチル-2-メチレンビシクロ[3.1.1]ヘプタン 

1,3,5-トリメチルベンゼン 1,3,5-トリメチルベンゼン 

1,2,4-トリメチルベンゼン 1,2,4-トリメチルベンゼン 

m-エチルトルエン 1-エチル-3-メチルベンゼン 

p-エチルトルエン 1-エチル-4-メチルベンゼン 

o-エチルトルエン 1-エチル-2-メチルベンゼン 

デカン デカン 

1,2,3-トリメチルベンゼン 1,2,3-トリメチルベンゼン 

m-ジエチルベンゼン 1,3-ジエチルベンゼン 

p-ジエチルベンゼン 1,4-ジエチルベンゼン 

ウンデカン ウンデカン 

カンフェン 2,2-ジメチル-3-メチレンビシクロ[2.2.1]ヘプタン 

リモネン 1-メチル-4-（1-メチルエテニル）シクロヘキセン 

p-シメン 1-メチル-4-(1-メチルエチル)ベンゼン 
出典：揮発性有機化合物（VOC）成分自動測定機データ取扱要領書、環境省 水・大気環境局 大気環境課。 
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（３） 自動測定機 

測定機の概要を以下に示す。質量分析計における検出法は選択イオン検出法（SIM法）とし、でき

るだけ夾雑成分の影響を受けにくいと思われるイオンを定量イオンに設定している。 

※ 「揮発性有機化合物（VOC）成分自動測定機データ取扱要領書」 より抜粋 

 

 
出典：揮発性有機化合物（VOC）成分自動測定機データ取扱要領書、環境省 水・大気環境局 大気環境課。 

図 44 VOC オンライン分析装置の概要 

 

表 28 測定条件 

 

出典：揮発性有機化合物（VOC）成分自動測定機データ取扱要領書（案）、環境省 水・大気環境局 大気環境課。 
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（４） 定量及び精度管理 

測定機の精度管理状況等を以下に示す。 

※ 「揮発性有機化合物（VOC）成分自動測定機データ取扱要領書」 より抜粋 

 

 
出典：揮発性有機化合物（VOC）成分自動測定機データ取扱要領書、環境省 水・大気環境局 大気環境課。 

図 45 精度管理等の概要 

 

 

２．２ 解析項目 

平成 29 年度～令和 2 年度のデータを使用し、以下の項目を解析した。なお、令和 2 年 9 月末ま

では確報値、令和 2 年 10 月から令和 3 年 3 月末までは速報値を使用した。速報値については、異

常値（前後の測定値と比較して 10 倍以上等）と考えられる値を除外した。 

なお、「埼玉」は 2020 年の後半が欠測であり、同じ郊外である「群馬」と近い傾向であることから解

析の対象外とした。 

 

 大気中 VOC 濃度の傾向、特性把握 

 経年変化傾向 

 月変化傾向 

 物質別の傾向 

 VOC 排出インベントリとの比較 

 新型コロナウイルス感染拡大による濃度変化 
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３． 解析結果 

３．１ 大気中 VOC 濃度の傾向及び特性 

 

（１） 経年変化傾向 

各測定局における月平均値の推移を図 6 に示す。 

 

 東京は他の地点と比較して濃度が高い。 

 東京、群馬は昼（14 時）よりも夜（2 時）の濃度が高く（昼＜夜）、箟岳、対馬は夜よりも昼の濃

度が高い（昼＞夜）。特に対馬は昼と夜の差が大きく、約 2 倍の差がある。 

 東京、対馬は低下傾向、群馬、箟岳は横ばいとなっている。特に東京の夜と対馬の昼は、平

成 29 年度から令和 2 年度にかけて大幅に低下した。 

 

 

 

 

図 46 測定局別年平均値の推移 
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（２） 月変化傾向 

各測定局における月平均値の推移を図 47～図 50、年度ごとの月平均値の比較結果を図 51 に

示す。 

 

 「東京」は年平均値と同様に低下傾向にある。季節によって顕著な差があり、春（3月～4月頃）

の濃度が低く、冬（11 月～12 月頃）に最も高くなる。冬場は昼と夜の差が大きい（昼＜夜）。物

質別にみると、冬場はトルエン、ブタン、イソブタン、2-メチルブタンの濃度が大幅に上昇して

いる。 

 「箟岳」は概ね横ばい～緩やかな上昇傾向にある。東京以上に季節による差が大きく、夏（7

～9 月頃）の濃度が高く、昼と夜の差が大きい（昼＞夜）。物質別にみると、6～9 月の昼は主

にイソプレン（植物由来）によって濃度が上昇している。イソプレンは、昼の夏以外の季節と夜

では殆ど検出されていない。 

 「対馬」は年平均値と同様に低下傾向にあり、特に昼の低下が大きい。年間をとおして昼と夜

の差が大きい。季節変化について、夜は暖候期に低く、寒候期に高くなる明確な季節変化が

みられるが、昼は年度によって異なる。物質別にみると、箟岳と同様に夏の昼にイソプレンの

濃度が高くなっている。夜の冬はトルエンやブタン、イソブタン等の濃度が高くなることによっ

て季節変動が生じている。 

 「群馬」は緩やかな低下傾向にある。昼夜ともに春先にやや低いが、他の測定局と比較して

季節変化が不明瞭であり、年度による差の方が大きい。物質は主にトルエン、ブタン、イソブ

タン、2-メチルブタンであり、この 4 物質が全体の約 6 割を占める。 
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図 47 月平均値の推移（東京） 
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図 48 月平均値の推移（箟岳） 
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図 49 月平均値の推移（対馬） 
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図 50 月平均値の推移（群馬） 
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昼（14 時） 夜（2 時） 

  

  

  

  

注：測定地点によって縦軸の最大値が異なる。 

図 51 月平均値の比較 
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（３） 物質別の傾向 

各測定局における平成 29 年度と令和 2 年度の物質構成を図 9～図 55 に示す。 

 「東京」の主要物質は、トルエン、ブタン、イソブタン、２－メチルブタン、ペンタンであり、これら

5 物質が全体の約 6 割を占める。昼と夜の物質構成の差は小さい。平成 29 年度と令和 2 年

度を比較すると、昼夜ともに主要物質の構成に大きな差はみられない。 

 「箟岳」の主要物質は、概ね東京と同じであるが、ベンゼン（昼夜）とイソプレン（昼）の割合が

大きい。平成 29 年度と令和 2 年度を比較すると、ブタン、イソブタンの割合が若干小さくなっ

ているが、大きな変化はみられない。 

 「対馬」の主要物質は概ね東京と近いが、東京よりもベンゼンとヘキサンの割合が大きく、昼

はイソプレンも数％と高い。平成 29 年度と令和 2 年度を比較すると、昼夜ともにヘキサンの割

合が大幅に減少しており、その分、その他の物質の割合が増加した。対馬は他の測定局と比

較してその他の物質の割合が大きい（その他の主な物質は α-ピネン、ノナン、デカン、ウン

デカン、1,2,4-トリメチルベンゼン、m,p-トリメチルベンゼン、o-キシレン） 

 「群馬」の主要物質は、東京と同様にトルエン、ブタン、イソブタン、２－メチルブタン、ペンタ

ンであり、これら 5 物質が全体の約 6～7 割を占める。昼と夜の物質構成の差は小さく、平成

29 年度と令和 2 年度の差も小さい。 
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年度 昼（14 時） 夜（2 時） 

H29 

  

R2 

  

図 52 年度別、時間帯別の物質構成（東京） 
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年度 昼（14 時） 夜（2 時） 

H29 

  

R2 

  

図 53 年度別、時間帯別の物質構成（箟岳） 
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年度 昼（14 時） 夜（2 時） 

H29 

  

R2 

  

図 54 年度別、時間帯別の物質構成（対馬） 

 

  

ﾄﾙｴﾝ

9%
ﾌﾞﾀﾝ

13%

ｲｿﾌﾞﾀﾝ

8%

2-ﾒﾁﾙﾌﾞﾀﾝ

9%

ﾍﾟﾝﾀﾝ

6%
ﾍﾞﾝｾﾞﾝ

5%

ﾍｷｻﾝ

7%

ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ

2%

1-ﾌﾞﾃﾝ

4%

2-ﾒﾁﾙﾍﾟﾝﾀ

ﾝ
3%

m､p-ｷｼﾚﾝ

3%

ｲｿﾌﾟﾚﾝ

6%

その他の

物質
25%

対馬（H29、14時）

ﾄﾙｴﾝ

11%

ﾌﾞﾀﾝ

14%

ｲｿﾌﾞﾀﾝ

8%

2-ﾒﾁﾙﾌﾞﾀﾝ

6%
ﾍﾟﾝﾀﾝ

6%
ﾍﾞﾝｾﾞﾝ

7%

ﾍｷｻﾝ

8%
ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ

3%

1-ﾌﾞﾃﾝ

3%

2-ﾒﾁﾙﾍﾟﾝﾀ

ﾝ
2%

m､p-ｷｼﾚﾝ

3%

ｲｿﾌﾟﾚﾝ

1%

その他の

物質
28%

対馬（H29、2時）

ﾄﾙｴﾝ

9%
ﾌﾞﾀﾝ

12%

ｲｿﾌﾞﾀﾝ

9%

2-ﾒﾁﾙﾌﾞﾀﾝ

9%

ﾍﾟﾝﾀﾝ

6%
ﾍﾞﾝｾﾞﾝ

6%

ﾍｷｻﾝ

3%
ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ

2%

1-ﾌﾞﾃﾝ

4%

2-ﾒﾁﾙﾍﾟﾝﾀ

ﾝ
3%

m､p-ｷｼﾚﾝ

3%

ｲｿﾌﾟﾚﾝ

5%

その他の

物質
29%

対馬（R2、14時）

ﾄﾙｴﾝ

8%
ﾌﾞﾀﾝ

14%

ｲｿﾌﾞﾀﾝ

10%

2-ﾒﾁﾙﾌﾞﾀﾝ

6%
ﾍﾟﾝﾀﾝ

5%
ﾍﾞﾝｾﾞﾝ

7%

ﾍｷｻﾝ

4%
ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ

3%

1-ﾌﾞﾃﾝ

2%

2-ﾒﾁﾙﾍﾟﾝﾀ

ﾝ
2%

m､p-ｷｼﾚﾝ

4%

ｲｿﾌﾟﾚﾝ

1%

その他の

物質
34%

対馬（R2、2時）



参考－33 

 

年度 昼（14 時） 夜（2 時） 

H29 

  

R2 

  

図 55 年度別、時間帯別の物質構成（群馬） 
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（４） まとめ 

ここまでの解析により得られた各測定局の主な特徴を表 29 に整理した。 

 

表 29 VOC 成分自動測定機により得られた VOC 濃度の特徴 

測定局 経年変化 季節変化 主な物質 

東京 

（都心部） 

 低下傾向  春（3 月～4 月）の濃度が低く、冬

（11 月～12 月）に最も高い。 

 冬は昼夜の差が大きい（昼＜

夜）。 

 冬はトルエン、ブタン、イソブタ

ン、2-メチルブタンの濃度が大幅

に上昇している。 

 トルエン、ブタン、イソブ

タン、２－メチルブタン、

ペンタンの 5 物質が全

体の約 6 割を占める。 

箟岳 

（山間部） 

 横ばい～

上昇傾向 

 季節による差が大きく、夏（7～9

月）の濃度が高く、昼と夜の差が

大きい（昼＞夜）。 

 6～9 月の昼はイソプレンの濃度

が高い。イソプレンは、昼の夏以

外の季節と夜では殆ど検出され

ていない。 

 トルエン、ブタン、イソブ

タン、２－メチルブタン、

ペンタン、ベンゼンの 6

物質が全体の約 7 割を

占める。 

 昼はイソプレンの割合

が大きい。 

対馬 

（離島） 

 低下傾向  夜は暖候期に低く、寒候期に高

くなる明確な季節変化がみられ

る。 

 昼は年度によって異なる。 

 夏の昼にイソプレンの濃度が高

い。 

 夜の冬はトルエンやブタン、イソ

ブタン等の濃度が高くなる。 

 トルエン、ブタン、イソブ

タン、２－メチルブタン、

ペンタン、ベンゼン、ヘ

キサンの 7 物質が全体

の約 6～7 割を占める。 

 昼はイソプレンの割合

が大きい。 

群馬 

（郊外） 

 横ばい～

上昇傾向 

 昼夜ともに春先にやや低いが、

他の測定局と比較して季節変化

が不明瞭であり、年度による差の

方が大きい。 

 トルエン、ブタン、イソブ

タン、２－メチルブタン、

ペンタンの 5 物質が全

体の約 6 割を占める。 
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３．２ 新型コロナウイルス感染拡大による濃度変化 

新型コロナウイルス感染拡大による経済活動の変化が VOC 濃度に与えた影響を把握するため、

緊急事態宣言期間（2020 年 4～5 月）の濃度に着目して解析を実施した。 

4～5月（2カ月平均）のデータを使用して、各測定局、物質ごとに2020年（令和2年）と2019年（令

和元年）の比を算出した結果を図 56～図 59 に示す。 

「東京」は時間帯や物質によって差があり、一部の物質は緊急事態宣言中の昼に大幅な濃度低

下がみられたが、夜の測定結果を中心に、一部の物質は 2019 年よりも高い濃度となった。東京で比

が大きい（1.5 以上）物質は、主にリモネンやピネンのような植物由来の VOC であることから、気象要

因によるものと推察される。一方、比が小さい（0.5 以下）の物質は、トリメチルベンゼンやエチルトル

エン等の人為起源の VOC も含まれている。 

 

＜【東京】2020（R2）/2019（R1）、4～5 月の平均＞ 

注：青字：昼、赤字：夜、（）の数値は R2/R1 比 

 0.5 以下の物質 

 1,3,5-トリメチルベンゼン（0.2） 、1,2,4-トリメチルベンゼン（0.2） 、1,2,3-トリメチルベンゼ

ン（0.2）、m、p-エチルトルエン（0.3）、o-エチルトルエン（0.3）、n-プロピルベンゼン

（0.4）、デカン（0.4）、m-ジエチルベンゼン（0.5）、p-ジエチルベンゼン（0.5）、ウンデカ

ン（0.5） 

 1.5 以上の物質 

 2,3,4-トリメチルペンタン（2.5）、リモネン（2.8）、α-ピネン（2.7）、2,3,4-トリメチルペンタ

ン（2.3）、β-ピネン（1.6） 

 

東京以外の測定局の特徴を以下に示す。 

 「箟岳」の昼は多くの物質の比が大きく、逆に夜はやや小さくなっている。 

 「対馬」は物質によって顕著な差があり、比が大きい物質は昼と夜に差がみられる。 

 「群馬」は他の測定局と比較して昼と夜の差が小さい。一部の物質を除いて、1 に近い。 
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図 56 緊急事態宣言時の濃度変化（東京；令和 2 年 4～5 月の平均と令和元年 4～5 月の平均の比） 
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注：縦軸の最大値が他の図と異なる。 

図 57 緊急事態宣言時の濃度変化（箟岳；令和 2 年 4～5 月の平均と令和元年 4～5 月の平均の比） 
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図 58 緊急事態宣言時の濃度変化（対馬；令和 2 年 4～5 月の平均と令和元年 4～5 月の平均の比） 
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図 59 緊急事態宣言時の濃度変化（群馬；令和 2 年 4～5 月の平均と令和元年 4～5 月の平均の比） 
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人為起源の VOC 発生源が多く、新型コロナウイルス感染拡大による経済変動の影響を受けてい

る可能性がある東京の観測値を使用して、R2/R1（4～5 月）比が小さく、発生源が限られる物質の日

測定値の推移を確認した。 

VOC 排出インベントリにおける各物質の排出量の割合（令和元年度）を図 60 に示す。1,2,3-トリメ

チルベンゼンと 1,3-ジエチルベンゼンは「塗料」、1,3,5-トリメチルベンゼンと 1,2-ジエチルベンゼン

は「塗料」と「製造機器類洗浄用シンナー」が主な発生源となっている。一方、o,m,p-エチルトルエン

は、VOC 排出インベントリにおいて「メチルエチルベンゼン類」として計上されていたが、平成 28 年

度以降の排出量は 0 t/年となっている。 

比が小さい物質の推移（14 時）を見ると、いずれの物質も令和 2 年度はスパイク状のピークが殆ど

観測されなかった（図 61）。一方、比が大きい物質（2 時）の推移を見ると、ピネンやリモネン等の植

物由来の VOC は緊急事態宣言中でもピークが出現している（図 62）。 

 

 

 

図 60 各物質の発生源割合（令和元年度） 
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図 61 各物質の昼測定値（14 時）の推移（東京）（1/3） 

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1 9 1725 3 111927 4 122028 6 142230 7 152331 8 1624 2 101826 3 111927 5 132129 6 142230 7 1523 2 101826 3 111927 5 132129 6 142230 8 1624 1 9 1725 2 101826 4 122028 5 132129 7 152331 8 1624 1 9 1725 5 132129

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

2019 2020

濃
度

（
p
p
b
）

1,2,3-ﾄﾘﾒﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

1 9 1725 3 111927 4 122028 6 142230 7 152331 8 1624 2 101826 3 111927 5 132129 6 142230 7 1523 2 101826 3 111927 5 132129 6 142230 8 1624 1 9 1725 2 101826 4 122028 5 132129 7 152331 8 1624 1 9 1725 5 132129

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

2019 2020

濃
度

（
p
p
b
）

1,3,5-ﾄﾘﾒﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ

緊急事態宣言 



参考－42 

 

 

図 61 各物質の昼測定値（14 時）の推移（東京）（2/3） 
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図 61 各物質の昼測定値（14 時）の推移（東京）（3/3） 
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図 62 各物質の夜測定値（2 時）の推移（東京）（1/2） 
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図 62 各物質の夜測定値（2 時）の推移（東京）（2/2） 
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